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英字新聞に見た一八六〇年代までの清国と日本
黄 　　　　逸
The Image of Cathay and Nippon
―Focus on the Anglo-American News Reports till 1860’s―
Yi HUANG
Since the late 18th century, the British newspapers began to pay attention to the 
Qing China and Edo Japan. Through the coverage of the British news reports the image of 
the above two nations began to be known in a new light to the whole world. This article 
intends to research the transition of the images of these nations in Anglo-American news 
reports through the following two sections.
The first section focuses on the Sino-Japanese image before 1840. On the part of 
Qing China attempts to controvert the negative impact of the “kow-tow” question issue on 
the early Anglo-Sino trade from the late 18th century to the early 19th century, taking the 
Macartney Embassy and the Amherst Embassy as the examples. On the part of Edo 
Japan intends to discuss the attitude of the Tokugawa Shogunate. The second section 
focuses on the Sino-Japanese image till 1860s. On the Chinese part mainly discusses the 
different versions and views upon the Chinese Government, forces and her subjects that 
the British scholars and merchants in China held during the first and second opium war. 
On the Japanese part intends to discuss and analyse the changing attitude of the 
Shogunate and her people towards the foreign civilized nations.
Key words: Sino-Japanese image, English newspapers, various aspects of contact
はじめに
　清国の蒲
バーリンゲーム
安臣1）使節団は、1868年から1870年にかけてアメリカやヨーロッパの諸列強を訪れ、アメリ
1）	蒲安臣（Anson	Burlingame、1820-1870）、アメリカ政治家、外交官、共和党創始者の一人である。1861年から1867
年まで清国駐在合衆国公使でもあった。在任中、とりわけ北京駐在のイギリス公使とともに、清国の漸進的近代化
に対して善意と協力の姿勢を示し、清国指導層の好感を得た。1867年末、退官した蒲安臣氏は、清政府のお雇い外
国人となり、特命全権大使として中国近代史上初の外交使節団を率い、欧米列強を訪れた。1870年 2 月頃、急病の
ためロシアのSt.Petersburgで逝去した。氏による政治的遺産としては、清国を平等な締約国としてアメリカと結ば
れた「清米天津条約続増条約」であるが、それは中国近代史において唯一の平等な条約である。氏の生涯について、
東アジア文化交渉研究 第12号
216
カと清国の近代化に対する積極的な善意を表す米清追加条約と呼ばれた米清天津条約続増条約（いわゆ
る蒲安臣条約）を締結した。それによって、使節団は、歴訪したヨーロッパの諸列強から清国との協力
の受諾を受け、清国近代化展開の一面を当時の国際社会に表明した。一方、日本の岩倉使節団は、1871
年から1873年にかけてアメリカやヨーロッパ諸国を訪問した。蒲安臣使節団が目指した条約改正交渉は、
日本使節団の目標であり、欧米諸国の近代的制度を見学することは、条約改正の予備交渉よりもいっそ
う重要な任務であった。日本は、岩倉使節団の欧米回覧を通じて、当時の欧米諸国に対して、近代的文
明開化の決意を示し、諸国の近代的制度を受容する姿勢を表明した。上述の両使節団の訪問は、当時の
英字新聞によって継続して報道されたのである。これらの英字新聞は、大量の記事を通じて、近代化始
動期における清国と日本とのイメージを世界に発信したが、清日両国は、これを通じて欧米諸国から承
認される、また支持されるような印象を伝えたのである。
　英字新聞が清日両国に関心を寄せたのは、先述の両使節団の欧米回覧だけでなく、十九世紀以降長期
的に続いた。とりわけ、清英アヘン戦争、及び日米間のペリー来航以降の東アジア状況を報道した英字
記事が多数発行された。本稿は、1868年以前の英字新聞をめぐって、近代的国際社会に参加した清日両
国の道のりを明らかにするとともに、近代化始動期における清日両国への英米紙の関心を考察する。
　本稿を扱う際に、英字新聞の原資料を和訳しなければならないが、同時に、先行研究の成果の和訳あ
るいは漢訳を参照しなければならない。その点について、中国では、上記した時代の英字新聞に関する
研究成果はまだ現れていないが、日本では、共同の研究成果としての国際ニュース事典出版委員会・毎
日コミュニケーションズ編『外国新聞に見る日本①1852-1873本編』（株式会社毎日コミュニケーション
ズ、1989年）があり、個人的な研究成果としては、金井圓訳『描かれた幕末明治：イラストレイテッド・
ロンドン・ニュース　日本通信1853-1902』（雄松堂、1973年）などが存在する。本稿は、日本人研究者
の貴重な研究成果を踏まえ、英字新聞の原資料を活用し、その考察と検討を行う。
一、1840年以前の清国と日本―英紙における最初の印象
　大航海時代以降、ヨーロッパのポルトガル人、スペイン人、オランダ人、及びイギリス人は東アジア
に相次いでやってきたが、長期にわたって前近代アジア域内の市場に参与したのである2）。その中で、と
りわけ、1600年に発足したイギリスのBritish	East	India	Company（EIC、イギリス東インド会社）は、
インド大陸を根拠地として、中国の明朝・清朝、及び江戸時代の日本との国際貿易を行った3）。本節では、
cf.	 Frederick	Wells	Williams,	Anson Burlingame and the First Chinese Mission to Foreign Powers,	 New	York:	
Charles	Scribner’s	Sons,	1912.
2 ）	濱下武志『近代中国の国際的契機』（東京大学出版会、1990年）10-11頁。
3）	一五九〇年代、オランダは東アジアに貿易船を派遣し、ジャワ島に到達し、本国に帰還するという偉業を成し遂げ
た。その動きに触発されたイギリスのレヴァント会社の商人たちは、東インドへの直行ルールを開発し、1600年頃
に東インド会社を設立した。オランダは続いて1602年に東インド会社を立ち上げた。この二つの会社は東アジア、東
南アジアにおいて激しい勢力争いを繰り広げた。また、その間にデンマーク所属のアジア会社、フランス東インド
会社が次々に設立され、1731年にスウェーデン東インド会社も成立した。これらの東インド会社が大挙してアジア
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英紙のThe	Timesの記事と評論をめぐって、1785年から1840年にかけての清国と日本による世界への初
発信を考察する4）。
1.1　清国への旅―礼儀問題におけるMacartney使節団とAmherst使節団
　イギリスが中国と最初に接触したのは、1596年にQueen	Elizabeth一世（1533-1603）がロンドンの商
人による中国進出の要請を受け、中国の明神宗（1563-1620）に対して相互貿易の促進を呼びかける親書
を送ったことである5）。
　大航海時代にいたるまで、東アジア世界では、地域的かつ国際的な貿易ネットワークが海上あるいは
陸上の貿易活動によって形成されていたが、「華夷秩序」という形で中国を中心とした地域的かつ国際的
秩序がすでに樹立されていた。明太祖（1328-1398）による建国原理は、儒教主義による中華帝国の再建
であるが、即ち「中華の支配者」は同時に「天下の支配者」であることを追求し、それに「華夷之別」
を明らかにし、冊封を通じて中国周辺諸国を中華帝国に朝貢させるという国際秩序体制を確立すること
であった6）。したがって、前近代の東アジア世界とは、中国の諸王朝を中心とした国際的政治機構であり、
それを実現する政治的手段は冊封と朝貢であるが、その根底には中華思想が存在した7）。
　1644年に中原に入居した清朝は、明朝による冊封・朝貢体制を継承し、清朝流の華夷秩序を構築して
強化した8）。対外関係において、清朝は、外国をおしなべて「外夷」とみなす立場をとり、「互市」や「通
商」という名義で西洋諸国とロシアとの貿易を行った9）。とりわけ、十八世紀後半以降、イギリスとの貿
易は非常に盛大かつ重要になった。西洋諸国との貿易は、客観的に見れば、当時の中国社会全体に及ば
す影響として、決して小さくはなかった。それにともなって、貿易問題が派生し、事務作業が急増し
た10）。
域内の貿易圏に押し寄せることになった。藤原敬士『商人たちの広州：一七五〇年代の英清貿易』（東京大学出版会、
2017年）41頁。
4）	The	Timesがイギリス新聞史において最古の正式な新聞紙で、1785年に創刊された。創刊した誌名はThe	Daily	
Universal	Registerであり、1788年に誌名が「The	Times」と改められた。そのため、本節における英字新聞をめぐ
る考察は、その時点から行わなければならない。磯部祐一郎『イギリス新聞史』（ジャパン・タイムズ、1984年）
62-64頁。
5）	W.	 Noël	 Sainsbury	 ed., Calender of Sate Papers, Colonial Series, East Indies, China and Japan, 1513-1616, 
preserved in Her Majesty’s Public Record Office, and elsewhere （Vaduz:	Kraus	Reprint	LTD.,	1964）,	98.	結局、
上記の女王親書は中国皇帝に送られなかった。原書は後にBritish	Museumによって所蔵された。
6）	壇上寛『明代海禁＝朝貢システムと華夷秩序』（京都大学学術出版会、2013年）405頁。
7）	西嶋定生『西嶋定生東アジア史論集第 3巻　東アジア世界と冊封体制』（岩波書店、2002年）391-393頁。
8）	清朝によって強調された「華夷」論は、明朝流の「華夷」と違い、明朝流の峻別と分断を払拭したものである。大
清国皇帝は、満州族の族長としてモンゴルの大ハンであり、漢人の天子を一身に兼ねた存在である。岡本隆司「清
末の対外体制と対外関係」飯島渉・久保亨・村田雄二郎編『シリーズ20世紀中国史 1　中華世界と近代』（東京大学
出版会、2009年）16頁。
9）	清朝における朝貢と互市との関係に関する綿密な考証について、岡本隆司『中国の誕生』（名古屋大学出版会、2017
年）における第一章「清朝の対外秩序とその変遷―会典の考察を中心に」16-63頁、参考。
10）	岡本隆司、前掲文、21頁。しかしながら、十八世紀後半以降におけるイギリスによる中国貿易が、中国社会にどの
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　その中で、イギリスとの貿易紛争は注目されている。清国の対英貿易は清聖祖（1654-1722）の時代か
ら始まった。1694年にイギリス商船The	Moor’s	shipが来航したが、大した貿易を行わずに帰った。五
年後の1699年に、商船Macclesfield号が来航し、広州の清国商人との交易を行った。それ以降、対英貿
易は盛んになった。1706年頃、清政府によって選ばれた官商は、「行」という対外貿易のための正式な機
関を設け、イギリス商人を招待し、その商品を管理する場所とした11）。
　上述の広州で実施された公行制度は、本質的に政府の意志に従った官商機構であり、後の清英貿易に
対して、差別待遇主義、連帯責任主義、及び制限主義という三つの消極的影響を与えた。その中で、特
に広東貿易に伴う徴税と多額の「規礼」は、イギリス商人を含む外国商人にとって大きな弊害となった。
その「規礼」は、外国船が入港した際に、三十種あり、出港した際に三十八種であった。ポルトガル人
はこうした名目銀の要求を免れるという実益を享受したが、そのほかのヨーロッパ諸国からの商人は、
広東貿易における行商の独占12）を避け、浙江の寧波で交易を図ろうとした傾向があった13）。こうした状況
に対して、イギリス東インド会社は、広州常駐委員会の設置を試み、清朝中央政府に直接上書するとい
う手段を使った。1757年、広州当局による権利の濫用を戒めるよう請願するために、中国語の堪能なイ
ギリス商人James	Flint（中国名：洪任輝、1720－？）が、会社や広州在住のイギリス商人からの嘆願書
を持って北上した。最初に浙江に赴いて上陸を拒否されたため、北に向かって天津付近の大沽口に到達
し、清国直隷総督の代表に嘆願書を呈上した。それは英清貿易史において著名な「洪任輝事件」である。
その事件の結果として、粤海関監督の免職が実現したが、専らヨーロッパ貿易を司る「外洋行」が清政
府によって設置された14）。それとともに、会社側からの申し入れに対応し、かつ「洪任輝事件」の再発を
防止することを目的をした、広州在住の西洋人の行動制限に関する「防範外夷条規」が清高宗（1711-
1799）の勅諭として在広の西洋人に通達された。しかしながら、上述のように、清政府による一連の対
策は、事実上イギリス商人を含む諸外国商人の待遇を改善しなかったほか、広州の行商にもさらなる苦
境を与えた15）。
　十八世紀末になると、イギリスは、産業革命の進展や東インド会社による対清貿易機構の転換を背景
に、対清貿易の態度が極めて積極的となり、1784年、1785年から広州へのイギリス船の来航は頻繁とな
った。そうした背景から、公式的に英清貿易の交渉を行うために、イギリス政府は、清国に対して、1792
ような影響を与えたかについて、後の清国海関総税務司であったイギリス人のRobert	Hartは、「Chinese	have	the	
best	 food	 in	the	world,	rice;	 the	best	drink,	 tea;	and	the	best	clothing,	cotton,	silk,	 fur.	Possessing	these	staples	
and	their	 innumerable	native	adjuncts,	 they	do	not	need	to	buy	a	penny’s	worth	elsewhere.」という異なる意見
を述べた。Robert	Hart,	These from the Land of Sinim,	 In:	Michel	Greenberg, British Trade and the Opening of 
China 1800-42 （Cambridge:	University	Press,	1969）,	5.
11）	西村孝夫『近代イギリス東洋貿易史の研究』（風間書房、1972年） 6 - 7 頁。
12）	 1755年 5 月から 7月にかけて、清国広州当局は、両広州総督と粤海関監督の名義で、行商による貿易独占権に関す
る布告を発布し、行商以外との外国交易を行う可能性を拒絶した。藤原敬士、前掲書、62-65頁。
13）	西村孝夫、前掲書、11頁。
14）	西村孝夫、前掲書、12-13頁。
15）	藤原敬士、前掲書、239-246頁。
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年にMacartney16）使節団、1816年にAmherst17）使節団を派遣した18）。
　Macartney使節団は、清高宗の八旬聖誕を祝賀するという名目で派遣され、1792年 9 月26日にイギリ
スのPortsmouthを出港した19）。1793年 6 月、広州に到着し、8月に北京に入った。 9月上旬北京から皇
帝の行在所である熱河の承徳に赴き、 9月13日に熱河に到着し、皇帝側近の軍機大臣にイギリス国書を
捧呈した。翌日、清高宗に謁見したが、貿易交渉は御前で行われなかった。使節団は 9月下旬北京に引
き返り、10月 7 日、清高宗によるイギリス国王George三世（1738-1820）への返答書を受け、北京を発
ち、中国大陸を横断して南下した。1794年 3 月中旬頃、使節団は広州を発ち、同年 9月 6日にイギリス
に帰還した20）。
　十八世紀におけるこの通信問題は、Macartney使節団に関する記事として、1797年10月12日付のThe	
Timesによって報道された。この記事は、使節団が帰国後に提出した正式な報告書の一部を転載したも
のであり、「Lord	Macartney’s	Embassy	to	China」という題名で、通州から北京への途中における使節
団の見聞を記した。その中で、道中の清国人の社会的状況について、「使節団が清国に入って以降、通済
河で集まった民衆においても、或いは使節団を迎えた庶民においても、乞食を習慣とした貧乏人たちも
使節団に関心をもったが、一方、団員全体は、それらの人々が救済を強く求めた様子に気づいた。大部
分の民衆は、明らかに低所得者層に属している。しかし、彼らの中の誰一人も使節団が携帯した食物に
近づかなかったし、或いは、一人も乞食の習慣のように、外国人に救済の援助を求める姿勢を示さなか
った21）。…」と、記した。そして、同紙で北清における様々な自然災害に言及した際、「その時になると、
清国皇帝は、常に率先して行動している。彼は食糧倉庫を開放することを命じた。彼は被災地の税金を
16）	George	Macartney（1737-1806）は、アイルランド出身のスコットランド系のイギリス貴族であり、イギリス外交
官、植民地行政官、初代Macartney伯爵である。1792年から1794年にかけて特命公使として清国に赴き、清高宗と
の謁見は実現したが、イギリスによる貿易拡大の要請については、清政府によって拒絶された。氏の生涯の詳細に
ついて、坂野正高訳注『中国訪問使節日記』（平凡社、1975年）における解説一「マカートニーの生い立ちと経歴」
を参考。
17）	William	Pitt	Amherst（1773-1857）は、イギリス外交官、植民地行政官である。1816年から1817年にかけてイギリ
スの清国駐在公使として使節団を率いて清国に赴いた。北京での礼儀問題の紛争のため、ついに皇帝謁見ができな
くなり、英清貿易の交渉も実現しなかった。James	L.	Hevia,	Cherishing Men From Afar （Durham	and	London:	
Duke	University,	1995）,	214-216.
18）	中英交流史上において、イギリスが清国に使節団を発遣したのは1787年のころであるが、使節Col.	Cathcartの急死
のため、1792年に使命は中止されたのである。Macartneyは初めて清国に上陸したイギリス使節である。William	
Woodville	 Rockhill,	“Diplomatic Missions to the Court of China: The Kotow Question II.”	 The	 American	
Historical	Review	vol.	2,	No.	 4 	（1897）:	631.
19）	Macartney使節団の構成、使命に関する詳細について、西村孝夫、前掲書、26-34頁、参考。
20）	坂野正高、前掲書、320-330頁。
21）	“Amongst	 all	 the	 crowds	 assembled	 near	 Tong-choo-Foo,	 or	 those	 which	 the	 approach	 of	 the	 Embassy	 has	
attracted	 in	other	places,	since	 its	entrance	 into	China,	not	one	person	 in	the	habit	of	a	beggar	had	been	seen,	
or	 any	 one	 observed	 to	 solicit	 charity.	 No	 small	 portion	 of	 the	 people	 seemed,	 it	 is	 true,	 to	 be	 in	 a	 stare	
approaching	 indigence;	 but	 none	 driven	 to	 the	 necessity,	 or	 inured	 to	 the	 habit	 of	 craving	 assistance	 from	 a	
stranger.	…”	“Lord Macartney’s Embassy to China,”	p.	3,	The	Times,	Oct.	12,	1797.
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免じた。彼は被災地に対して再建することを可能にした。清国臣民にとって、彼らは彼の擁護を受け、
全国において永続的な存在となった。皇帝による懲罰によって恐れさせるよりも、彼は、臣民に対して
どれほど強い束縛を保持しているかという絶対的な支配権を明白に認識させた。彼は、臣民に徳行を与
える独占権を保有していると表明している22）。…」と、絶対君主としての清国皇帝の力を記した。一方、
六日前の10月 6 日付のThe	Timesは、使節団に関する同じ政府公文書の一部を転載し、「Account	of	 the	
City	of	Pekin」という題名で、使節団の北京入城前後の経緯を報道した。この記事は、主に使節団員に
よって目測された北京城の地理的位置、及び城内区域情況を記したものである。その中で、一言で「The	
entrance	 into	Pekin	had	nothing	to	excite	particular	attention23）」という叙述は、北京入城の使節団の
寂しさの一面を示している24）。
　周知のように、Macartney使節団は、最終的に貿易交渉を実現せず、北から南へ清国を回覧して帰国
した。1816年、イギリス政府は、外交官兼植民地行政官の履歴を持つAmherstを特命公使として清国に
派遣した。Amherst使節団は、1816年にイギリスを発ち、同年 7月に広州に到着し、広州に滞在せずに
北上して、 8月13日に天津に到着した。それから、天津付近の通州で皇帝に謁見するための「三跪九叩
礼」を巡り、英清双方は折衝を行った25）。当時の使節団が直面していた礼儀問題について、1817年 8 月26
日付のThe	Timesは、下記のとおり、英清双方の応酬を記した。
…【北京への】途中、Lord	Macartneyが反対した例として、大使閣下にタタール人の跪拝礼儀を
従わせることを勧めるために、清国官員は様々な努力を尽くした。しかしながら、大使閣下は、【清
国官員に対して】、祖国及び主君への尊敬、そして国の尊厳を明白に表明した。こうした、頭を下げ
て地上に九回跪拝する（清国風の表現）ということは、すべての朝貢に来た外国君主（世界におけ
22）	“…In	such	times,	however,	the	Emperor	of	China	always	comes	forward;	he	orders	the	granaries	to	be	opened;	
he	 remits	 the	 taxes	 to	 those	who	 are	 visited	 by	misfortune;	 he	 affords	 assistance	 to	 enable	 them	 to	 retrieve	
their	 affairs;	 he	 appears	 to	 his	 subjects	 as	 almost	 standing	 in	 the	 place	 of	 Province,	 in	 their	 favour;	 he	 is	
perfectly	 aware	 by	 how	 much	 a	 stronger	 chain	 he	 thus	 maintains	 his	 absolute	 dominion,	 than	 the	 dread	 of	
punishment	would	afford;	he	has	shewn	himself	so	 jealous	of	retaining	the	exclusive	privilege	of	benevolence	to	
his	subjects.…”	 ibid.
23）	“Account of the City of Pekin,”	p.	3,	The	Times,	Oct.	06,	1797.
24）	Macartney使節団派遣前、イギリス政府は、英属東インド会社を通じて、清国の両広総督に使節団の到着を伝える
ことを依頼した。したがって、当時の東インド会社重役のFrancis	Baring（1st.	Baronet	1740-1810）は、イギリス
語・ラテン語で書かれた同じ内容の二通の通知書を両広総督にを送った。二通の通知書は、広州で一度漢訳され、北
京で二度目に漢訳された。最後に清高宗に呈上された漢訳版において、使節団が朝貢団のようなものとして記され
たのである。しかし、Macartneyは、広州や天津に着いてから、清政府に送った照会において、自分の肩書を中国
風の筆致でイギリス国王の「欽差」として表明した。しかし、清高宗は、「欽差」が清国皇帝より派遣された使節の
肩書であると主張し、Macartneyの肩書を認めない姿勢をとった。そのため、事実上、Macartney個人は、清国属
国の「貢使」として扱われ、イギリス使節団も「朝貢団」として取り扱われた。これは最初の清英貿易交渉失敗の
要因の一つであるとみられる。劉黎「中英首次外交中百霊致両広総督信件的翻訳問題」『重慶交通大学学報社会科学
版』第 2期（2016年）、133-138頁。坂野正高、前掲書の「マカートニー使節団派遣の準備」、307-319頁、参考。
25）	Henry	Ellis著、劉天路・劉甜甜訳『阿美士徳使団出使中国日志』（商務印書館、2013年）64-96頁。
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るすべての君主を同様に扱うといわれた）に要求しているだけでなく、御前においても、この礼儀
を通じて皇帝より勅語を受けるのである。これについては、確かに1795年にオランダ人が服従して
いる。清国人は、イギリスからの大使もそのように遂行することを非常に切望していた。そのため、
脅し、世辞をいい、そして頻繁に騙すこともあった。しかし、すべての努力も成果にならなかっ
た26）。…
　跪拝問題は、当時のAmherst使節団が直面した問題であるが、その前に清国皇帝に謁見を行った各国
使節が経験した不愉快なことである27）。当時、通州でAmherst使節団がその問題をめぐって内部で検討
した時、清国朝廷の要請に応じるために、イギリス政府は機敏に対応しようと事前に訓令を出したが、
跪拝には完全に反対する声もあった。その結果、Amherstは、「三跪九叩」をすることなく、「片膝で跪
き、三回頭を下げ、再び頭を下げることを繰り返す」という動作を皇帝謁見の際のイギリス側の礼儀と
して決めた28）。Amherstの決定は、通州での清側官員によって認められた一方、清仁宗（1760-1820）の
勅許によっても承認されたのである。その妥協の結果、使節団が北京に入った。しかし、入城したばか
りの使節は、直接に清帝の夏宮である圓明園に送られ、そこで清国官員によって、再び三跪九叩の礼を
しなければならないと強制された。それに対して、Amherstは、断固として三跪九叩の礼を拒否した。
26）	“…Whilst	on	the	 journey	every	effort	was	made	by	the	Mandarins	to	 induce	his	Excellency	to	comply	with	the	
Tartar	 ceremony	 of	 the	 Ka-tou;	 which	was	 resisted	 on	 the	 ground	 of	 the	 precedent	 of	 Lord	Macartney;	 but	
every	demonstration	of	respect,	consistent	with	the	dignity	of	his	Sovereign,	and	the	honour	of	his	nation,	was	
freely	 offered	 by	 his	 Excellency.	 This	 degrading	 ceremony	 of	 kneeing	 and	 knocking	 the	 head	（the	 literal	
expression	 in	 Chinese）	 nine	 times	 against	 the	 ground,	 is	 not	 only	 demanded	 from	 the	 Ambassadors	 of	 all	
tributary	Kings	（as	every	Sovereign	of	 the	world	 is	 indiscrimately	called）,	when	 in	the	Imperial	presence,	but	
likewise	on	receiving	any	message	from	the	Emperor,	and	on broken victuads	being	sent	to	them	from	his	table;	
and	 this	 was	 actually	 submitted	 to	 by	 the	 Dutch	 in	 1795.	 The	 Chinese	 were	 extremely	 anxious	 for	 the	
performance	 of	 this	 ceremony	 by	 a	 British	 Ambassador;	 and	 threats,	 flatteries,	 and	 lies	 in	 abundance	 were	
used,	 in	order	to	 induce	compliance,	but	all	 in	vain. … ”	“Lord Amherst’s Voyage to China,” p.	3,	The	Times,	
Aug.	26,	1817.
27）	 1719年にロシア皇帝のPeter	the	Great（1672-1725）により派遣された使節のLeoff	Ismailoffは、清聖祖に謁見した
際、事実上三跪九叩という跪拝を遂行した。ただし、これは露清双方の何回かの折衝の結果によるものであった。
1727年に北京訪問のポルトガル人使節団は、同じく三跪九叩を行った。1793年に上陸したMacartney使節団は、礼
儀問題をめぐる交渉の結果、イギリス君主の前に敬礼するように、清高宗の前に片膝で一回で跪拝を行ったという。
その後北京訪問のオランダ使節団は事実上三跪九叩を遂行した。先述したそれそれの跪拝遂行の中で、ロシアの
IsmailoffとイギリスのMacartneyは、謁見礼儀をめぐって事前に清国朝廷との交渉を行った。一方、Macartneyが
「片膝で一回で跪拝」ということを遂行したかどうかは中国研究者による異なる説がある。William	Woodville	Rockhill, 
op.cit.,	p.	627-635.	馮爾康「試析康雍乾三帝接受俄葡英三国使節国書礼儀」『安徽大学学報哲学社会科学版』第 5期
（2018年）、79-93頁、参考。
28）	内部の討論で最後に採用された意見は、使節団に随行したGeorge	Thomas	Staunton（2nd.	Baronet、1781-1859、清
国文献において「小斯当東」として標示される）からのものである。Stauntonは、以前にMacartney使節団に随行
したことがあり、後にEICの重役を務めた。中国語が堪能であるStauntonは、長期にわたって広州貿易の交渉から
清国官憲のやり口を十分に認識していたため、清国朝廷からの三跪九叩の礼儀強要に対して、イギリスの尊厳を護
る決心を断固として示すことを Amherst に勧めた。Hao	Gao,	“The ‘Inner Kowtow Controversy’ During the 
Amherst Embassy to China, 1816-1817,”	Diplomacy	&	Statecraft,	27:	4	（2016）	595-614.
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そのため、謁見が取り消され、使節団は交渉せずに帰国した29）。
　Amherst使節団は帰国の途中、清国社会の各側面を視察した30）。下記のように、その見聞の一側面は
上記の同紙に報道された。
清国内部の状況について、我々がすでに入手できた情報はすこし少ない。清国人は、彼らの民族性
において、意志の強い精神を以て停滞して進まない情況を忍んでいるように見える。また、さらに
言えば、彼らは、世世代々奴役された祖先の道のりを誇りとしている。彼らは、あまりにも無知で
あり、感官を楽しむ人間である。それゆえに、国土は、一般的に言えばよく耕作されているようで
ある。彼らは、幌馬車もなく、四輪荷車もなく、或いは我々のような郵便制度もない。国内におい
て、清国人は、ナポレオン戦争を聞いたことがなく、さらに言えば、確かにあの国がどこにあるか
もわからない。人口数量を推定するのは、住民登録の不備のため、不可能であると見える31）。…
1.2　早期の日英折衝―通商と敬遠
　1603年に江戸幕府が成立した前後、日本型華夷意識が形成されていた32）。それによって、「日本型華夷
29）	Henry	Ellis、前掲書、120-126頁。
30）	 cf.	Gao	Hao,	“The Amhesrt Embassy and British Discoveries in China,”	History,	vol.	99	（2014）:	569-587.
31）	“Concerning	 the	 interior	 of	 China	we	 have	 been	 able	 to	 obtain	 but	 little	 information.	 The	 people	 appears	 to	
manifest	 the	 same	 determined	mind	 to	 suffer	 no	 innovations	 in	 their	 accustomed	 habit;	 but,	 on	 the	 contrary,	
they	 boast	 of	 not	 having	 gone	 out	 of	 the	 beaten	 track	 of	 their	 forefathers;	 they	 are	 grossly	 ignorant	 and	
sensual.	 The	 country	 in	 general	 appeared	 well	 cultivated.	 They	 have	 no	 caravans,	 road	 waggons,	 or	 any	
establishment	 similar	 to	 our	 post;	 consequently,	 in	 the	 interior,	 the	 people	 had	 not	 heard	 of	Nepaul	war,	 nor,	
indeed,	 did	 they	 appear	 even	 to	 know	where	 that	 country	was	 situate.	 It	 appears	 impossible	 to	 estimate	 the	
population,	as	the	people	are	not	enrolled..…” fn. 26,	 ibid.
32）	朝尾直弘氏による「日本型華夷意識」では、その中核は「日本は神国」という意識である。従来『日本書紀』及び
『古事記』に存在していた神国の観念は、特に宋元交代や蒙古襲来の際に白熱化するようになった。このような神国
観は、後に北畠親房によって整理され、『神皇正統記』の最も重要な本筋として完成された。この神国観は、蒙古の
大陸政権である「中国」に対して、小国日本の誇るべきものを求め、かつて易姓革命なく、建国以来、神の子孫が
統治した国家であることを振り返ることになった。また、神国思想の白熱化する中に、神々が日本を擁護した根拠
を歴史的に追究し、伊勢神道を中心とした皇祖皇宗の伝授、三種の神器により開基された国としての思想が成熟し
た。1603年に成立した江戸幕府は、豊臣秀吉の朝鮮出兵の失敗を通じて、海外征服の不可能性を明確に認識し、満
州族が主導した「中華帝国」の秩序に編入されたくない姿勢を持っていた一方、中国大陸を握った清帝国の東アジ
アにおける国際的権威を無視しないと同時に挑戦しないと悟っていた。それにもかかわらず、日本社会の統合と同
質化とが著しく進行した江戸時代には、日本への帰属感及び日本文化の独自性の主張は、前代に比較してはるかに
強められた。他方、江戸日本における「日本型華夷意識」とは、「武威の国を中核とする尊大な国際秩序観」のこと
である。「日本型」という意味は、漢民族による本物の華夷意識が文化の優劣に基づくものであるのに対して、「武
威」の優劣を基軸にした意識である点に違いを見出したからである。さらに「武威」とは、単なる軍事的実力やほ
かの大名に抜きんでた戦闘能力ということではなく、百姓に対する武家領主の、農という階層に対する兵の支配を
実現し、正当化しうる能力に裏付けられた権威ということとされた。なお、「思想」ではなく、「意識」とされたの
は、それが「思想」といえるほどまでに体系化されていなかったからである。朝尾直弘『朝尾直弘著作集第五巻』
（岩波書店、2004年）85頁。平田俊春『神皇正統記の基礎的研究』（雄山閣出版、1979年）634-636頁。佐藤誠三郎・
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秩序」という江戸幕府によって作られた地域的国際秩序が形成されたのである。日本型華夷秩序は、日
本の「鎖国33）」の性格を構成する二つの柱の一つであるが、もう一つの特質は貿易である34）。大君外交35）
は、東アジア地域において日本型華夷秩序の証である。幕府は、日本の年号を使用し、将軍の対外的称
号を「日本国大君」と定め、朝鮮に通信使の派遣を求め、対馬藩と李氏朝鮮外交担当の礼曹を対等な関
係として位置づけた36）。
　こうした日本型華夷秩序を背景にして、江戸幕府は、対外貿易による情報交換によって世界の動きを
把握した37）。それに対して、世界は日本に関心を寄せるようになった。英紙のThe	Timesは、1785年10
R・ディグマン編『近代日本の対外態度』（東京大学出版会、1974年） 2 - 5 頁。池内敏『大君外交と「武威」』（名古
屋大学出版会、2006年） 4 - 5 頁。
33）	「鎖国」という訳語が最初に用いられたのは、長崎オランダ通詞であった志筑忠雄（1760-1806）が1801年に訳し、私
的に流布した論稿の表題である。その表題は「今の日本人は全国を鎖して国民をして国中国外に限らず敢て異域の
人と通商せざらしむる事、実に所益なるに与れりや否やの論」であるが、長すぎたため、志筑は「国を鎖ざす」と
いう語句を逆にして「鎖国」という新語を作った。その翻訳は後に「鎖国論」としてよばれたのである。原作者は
1690年から1692年にかけて長崎の出島にあるオランダ商館医をつとめたドイツ人Engelbert	Kaempfer（1651-1716）
である。板沢武雄『昔の南洋と日本』（日本放送出版協会、1940年）145頁。
34）	荒野泰典『近世日本と東アジア』（東京大学出版会、1988年） 5頁。
35）	 1615年に大坂の役の後、公議の地位を完全に掌握した江戸幕府は、一連の「法度」を通じて、大名、天皇、公家、寺
院を公議の支配下に置くものとして編成し、国内的に公議の支配秩序を形成した。それに対明清外交の挫折などの
内外情勢を背景に、武家政権の首長としての日本国王（明帝より冊封された足利将軍、豊臣秀吉）と、古代の日本
国王（天皇）という二つの系統の「国王」を改めて一つの国王に位置づけ直し、天皇・将軍の二人の国王は、公議
の王位として新たに創造したのである。この創造された称号は、「大君」である。朝尾直弘『朝尾直弘著作集第四巻』
（岩波書店、2004年）110-113頁。
36）	紙屋敦之『大君外交と東アジア』（木）吉川弘文館、1997年）277-278頁。一方、	江戸後期の経世論家であった林子
平（1738-1793）は、『三国通覧図説』において朝鮮について、「及ビ神功皇后征伐以来、ソノ国（朝鮮）代々、本朝
ニ調庸貢献シタルアリサマ」と解釈し、日本優位の地位を示している。これは宗主国と付属国の従属関係であり、ま
た中国王朝の周辺諸国に対する冊封関係を模倣した中華意識であるともいわれるものである。鈴木靖民「奈良時代
における対外意識―『続日本紀』朝鮮関係記事の一検討」岩橋小弥太博士頌壽記念会編『日本史籍論集』上巻（吉
川弘文館、1969年）146頁。林子平『三国通覧図説』寺沢一・和田敏明・黒田秀俊編『蝦夷・千島古文書集成第三巻
赤蝦夷風説考・三国通覧図説・赤夷動静』（教育出版センター、1985年）63頁。
37）	江戸幕府の対外関係は、寛永期の「鎖国令」を通して、実際に朝鮮・琉球との「通信」関係、中国（明と清）及び
オランダとの「通商」関係に限定された。とはいえ、寛永期の鎖国令発布の前後、経済及び政治上の必要のため、対
外貿易が幕府の主導によって一貫して積極的に行われた。また対外貿易を行うと同時に、海外情報の収集が必要で
あると認識された。一般的に言えば、幕府への海外情報とは、通商国である中国とオランダ、通信国である朝鮮と
琉球から収集されたものである。その中で九州の長崎は、海外情報の「出入口」としてきわめて注目された。長崎
の機能は、一つ目が貿易であり、二つ目が「通信」であり、三つ目が欧州文化・科学技術の仲介と其の伝播である。
ここでいう「通信」は、オランダ商館長の江戸参府と「和蘭風説書』を指している。こうした通信は定期的に江戸
参府を通じて欧州の情報が将軍や幕閣に伝えられたが、付随したルネサンス以降の欧州科学技術は後の「蘭学」と
して全国に伝えられた。とりわけ1641年にオランダ商館は、通商存続の条件として、オランダ船の入港とキリシタ
ン及びポルトガル船の動向通知を義務付けられた。それに基づき、歴代の商館長は、幕末まで阿蘭陀通詞を通じて
長崎奉行に海外事情報告（いわゆる「和蘭風説書」）を記事集として提出した。この風説書は、オランダ側に不利な
情報は割愛するという限界があるものの、欧州での動きの情報を定期的に日本に伝えた。また幕末期には、世界各
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月 5日付の記事において、「喜ばしいニュースがある。アメリカ北西部沿岸部にあるキング・ジョージ・
サウンドの現地人と貿易を行うという計画は、わが国に非常に実り多い成果をもたらすことになりそう
だ。というのは愛国心に満ちたこの冒険家たちの計画は、その沿岸だけにとどまらず、現在イギリスと
の貿易をいっさい断っている日本にまで広がっているからだ。日本についての計画が成功すれば、日本
との貿易はわが国にとって現在のどの貿易体制よりもはるかに重要なものとなるだろう38）」と、北米の西
海岸から日本との貿易を試みることを報道した。
　一方、同紙同日付のもう一つの記事である「日本ならびに、その他のインドおよび東洋諸島について」
において、「日本列島については、頑迷極まる無知や迷信と大いに進歩した機械技術とが混在した国とい
う印象を受ける。…彼らが開けた隣人からの独立を維持するかどうか、そしてそれがどのくらい続くの
かは、誰も断定できない。また彼らが国民性と尊敬をかち得るまでになるのか、それとも東洋の迷信と、
革新に対する強い反感という無気力な渦の中にのみ込まれてしまうのか、だれもわからないのだ39）」、と、
ヨーロッパ人の視座から日本事情への迷いの主張が表明された。
　上記で言及した日英貿易は、江戸前期頃のことであるという。1600年、通商を求めたイギリス船が日
本の堺浦に来航したが、同船のイギリス人William	Adams（和名：三浦按針、1564-1620）は、後に徳川
家康に顧問として雇われた。1613年、Adamsの斡旋を通じて、イギリス東インド会社は、通商及び海事
援助を求めた要求書を江戸幕府に送った。この要求書は幕府により認められたが、これに基づき、イギ
リス商人は通商の自由のほか、江戸住居を許可され、治外法権さえも与えられた40）。同年、イギリスは平
戸商館を中央商館として開き、江戸や大坂に支店を置き、織物やインド綿製品を中心とする英日貿易は
極めて順調であった。しかし、1616年に家康の薨去をきっかけに、イギリス貿易の環境が悪化し、オラ
ンダとの紛争のため、1622年にイギリス商人は日本から撤退し、平戸の建物のみを保存して他日の再来
に備えた41）。
　江戸幕府は、寛永期の鎖国令42）を通じて、海外貿易をより厳密に管理してきた。1673年、幕府は、オ
ランダの『風説書』の情報により、イギリス王室とカトリック系のポルトガル王室の婚姻関係を理由と
地の重要な情報が短い記事の形で「別段風説書」として商館によって江戸に送られた。そのように、アヘン戦争や
ペリー来航という肝心な情報は、直ちに幕閣要人に伝えられただけでなく、西南諸藩への伝達もあった。紙屋敦之
「大君外交の海外情報ルート」岩下哲典・真栄平房昭編『近世日本の海外情報』（岩田書院、1997年）10-22頁。姫野
順一「海外情報と九州―出島と九州諸藩の情報ネットワーク―」姫野順一編『海外情報と九州―出島・西南
雄藩―』（九州大学出版会、1996年） 3頁、10-11頁。	外山幹夫『長崎奉行』（中央公論社、1988年）61-63頁。
38）	The	Times,	Oct.	05,	1785.	和訳出典：国際ニュース事典出版委員会・毎日コミュニケーションズ編『外国新聞に見
る日本①1852-1873本編』（株式会社毎日コミュニケーションズ、1989年） 4頁。
39）	同注38。
40）	イギリス人に治外法権を与えたことはかなり注目に値する。当時のポルトガル人やスペイン人は、このような特権
を得なかった。鹿島守之助『日英外交史』（鹿島研究所、1957年） 1 - 4 頁。
41）	鹿島守之助、前掲書、 5 - 6 頁。
42）	江戸幕府は、1633（寛永10）年に第一次鎖国令を始めとし、1634（寛永11）年の第二次鎖国令、1635（寛永12）年
の第三次鎖国令、1636（寛永13）年の第四次鎖国令、1639（寛永16）年の第五次鎖国令を相次いで発布し、いわゆ
る鎖国体制を整備した。日本史広辞典編集委員会『日本史広辞典』（山川出版社、1997）912頁。
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して、入港した英国船リターン号の来航・貿易の再開の嘆願を拒絶した43）。幕府の貿易拒絶の立場に対し
て、イギリスは引き続き対日貿易再開の契機を探しながら、日本周辺海域の調査を行った。1796年 9 月、
イギリスのスルプ型砲艦プロヴィデンス号が現在の北海道の室蘭に入港した。鎖国中においてイギリス
艦が北海道に来航したのはこれが最初である。同艦はその前に日本の北部沿岸を実測し、室蘭で薪や水
を補充した後、外洋に退去した。翌年の 8 月に同艦は嵐にあって破損したため、再び室蘭に寄港した。
イギリス艦が室蘭に二度も入港したことに幕府は驚いた。また、1808年10月、オランダ商船を捕獲する
ためのイギリス艦フェートン号の長崎港闖入事件が起こった。十七世紀以降、世界貿易のヘゲモニーを
競ったのは、イギリス、オランダ、フランスである。特にナポレオン戦争のため、オランダがフランス
に支配され、オランダ東インド会社はなくなり、フランスの管理下に置かれた。イギリスは、それをき
っかけにマラッカを占領し、元オランダ勢力圏に入った。十九世紀の初頭、イギリス東インド会社は、
インドの過半を押えて、西太平洋においてオランダやスペインを制圧して海上覇権を握った44）。1814年 2
月10日付のThe	Timesは、「日本との貿易再開について」という題名で、下記のように、日本へのイギ
リス側の期待を報道した。
去年 7月、東インド会社の貨物船シャーロット号とメアリー号は、日本への使節ワーデナール氏な
らびにエインズリ氏と随員一行を乗せて、バタビアの停泊地を出航した。 2隻の船には大変高価な
品が積まれており、非常に幅の広い自由裁量権を与えられた使節団は、日本帝国と再び通商を結ぶ
見込みである。…日本との通商はジャワにとって特別重要だ。というのは、日本貿易はジャワの製
品に対し、いつでも売れ行きがよく利益のあがる市場を提供し、常に需要のある銅や樟脳やその他
の商品を代価としてもたらすからだ。…もし貿易が再開されるならば、以前バタビアにもたらされ
ていた利益が再び得られるようになるだけでなく、今後もっと幅広い通商の樹立が期待できるかも
しれない45）
　上記の記事で興味深いのは「日本帝国」という言葉を使ったのである。先述で1785年の日本の印象に
対して、1814年頃の日本の印象は、英字新聞にとって認められた近代国家の一員としての表現ようであ
る。こうした印象を抱いたのは、おそらく鎖国体制を厳守した幕府との一連の折衝の経験から体得した
のであろう。
二、一八四〇年代－一八六〇年代の清国と日本
　清国は、1840年前後のアヘン戦争を通じて、1842年にイギリスと清英江寧条約を締結し、1843年に五
43）	片桐一男「オランダからの「風説書」と舶載品」丸山雍成編『日本の近世第 6巻情報と交通』（中央公論社、1992年）
144-145頁。
44）	宮永孝『日本とイギリス―日英交流の400年』（山川出版社、2000年）38-41頁。
45）	The	Times,	Oct.	02,	1814.	和訳出典：『外国新聞に見る日本①1852-1873本編』（株式会社毎日コミュニケーション
ズ、1989年） 6頁。
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港通商章程や税率表、及び虎門追加条約などを結んだ。また、1844年、アメリカやフランスと、清米望
厦条約と清仏黄埔条約を結んだ。これによって、清国は近代的な国際法秩序を前提とした近代国際的通
商システムを受け入れざるを得なかった。1856年から1860年にかけてのアロー戦争を通じて、清国は、
天津条約と北京条約を結び、イギリス、フランス、アメリカ、ロシアに対して、より広範な開港開市場
の譲歩を承諾し、諸国公使の北京常駐を認めた。
　一方、日本では、すでに言及した一連のイギリス船およびロシア船46）の来航に対して、幕府と有識者
の間において対外危機感が喚起された。1807年12月、ロシア船に対する打払令が発布された47）。その後、
大津浜事件48）と宝島事件49）が継続して起こったため、1825年 2 月に幕府は、体制内のそれぞれの意見を
聴取し、異国船打払令を発布した。その趣旨は、異国船は有無をいわず追い返すこと、逃げ出した船に
ついては追いかける必要はないこと、上陸した場合は殺害しても構わないというものである。沿岸部の
守備については、諸大名や旗本に、土地の実情に応じて厳重すぎず、怠慢でもなく、永続する制度を考
えるように命じた50）。1853年から1854年にかけてのペリー来航をきっかけに、日本は、1854年 3 月に日米
和親条約を締結し、同年 8 月に日英和親条約、12月に日露和親条約を結び、事実上開国されたのであ
る51）。また、1858年、アメリカ、イギリス、オランダ、フランス、ロシアと、それぞれの通商条約を締結
したことを通じて、近代国際的通商システムを受け入れざるを得なかった。
　上述の東西の接触は、清日による対外への発信として、英字新聞によって報道されたのである。アロ
46）	 1792年、ロシアからの第一回使節が、日本人漂流民送還を機に、根室に来航した。1804年、第二回使節は、日本統
治者宛の親書を持って長崎に到着した。幕府は、いずれもロシア側の通商交渉や長崎上陸を拒絶した。その結果、
1806年と1807年、日本の北方領土がロシア軍に侵入され、住民も攻撃された。こうした「魯寇」事件は、幕府をし
て北辺警備と蝦夷地の直轄化に向かわせた。片桐一男、前掲文、153-154頁。
47）	上白石実『幕末の海防戦略―異国船を隔離せよ』（吉川弘文館、2011年）73-74頁。
48）	 1824年 6 月、イギリス捕鯨船の12人が、水戸藩領の大津に上陸し、水戸藩の尋問を受け、船中の病人に対する治療
を受け、薪水を受けて退去した事件である。これは1825年の異国船打払令発令の一因となった。宮永孝、前掲書。
49）	宝島はトカラ列島に浮かぶ島であり、現在鹿児島県に属している。1842年 8 月、イギリス船が来島し、上陸して牛
3頭を略奪した。紛争中イギリス人 1名が島役人によって射殺された。この事件も翌年の異国船打払令の要因とな
った。宮永孝、前掲書、62-63頁。
50）	上白石実、前掲書、101-114頁。一方、幕府はイギリスのアヘン戦争勝利をおさめ、特に列強による清国進出が激し
さを増し、イギリス船以外にも各国の船が日本沿岸を通過した事実に鑑み、異国船打払令を改めた。1842年、外国
の漂流船に薪水や食糧を与え、穏便に退去させる薪水給与令を布告した。異国船打払の改正と薪水給与における幕
府の考慮では、イギリスのアヘン戦争勝利ということが言うまでもなく検討され、モリソン号事件の影響も存在し
ていることは否定できない。1837年、日本人漂流民の送還のためのアメリカ船モリソン号が、日本沿岸で砲撃を受
け、目的を果たせずに出発先のマカオに帰港した。十六年後にペリーの要請を受けて来日し、日米交渉において通
訳などで大きな役割を果たしたアメリカ人S.	W.	Williams（1812-1884）も乗船していたのである。翌年の「オラン
ダ風説書」には、この船が、モリソン号というイギリス船（オランダの誤報）で、日本人の漂流民の送還のための
非武装船であるものの、一方的に発砲を受けたのは遺憾であると書かれていた。この書簡が幕閣に与えた衝撃は大
きかった。特に海難事故で漂流した日本人の送還のためにきた非武装の外国船に発砲したのは、武士の倫理に反す
るという見解も出された。宮永孝、前掲書、58頁。田中彰編『日本の近世第18巻近代国家への志向』（中央公論社、
1994年）37頁。
51）	麓慎一『開国と条約締結』（吉川弘文館、2014年）115-206頁。
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ー戦争後、イギリス駐清公使であったFredrick	William	Adolphus	Wright-Bruce（1814-1867）は、イギ
リス政府に提出した数多くの報告書において、十九世紀以降の清国社会を観察し、「支配階級」、「名望家
階級」、「庶民階級」という三段階のヒエラルキーの考えを示している。その枠外に言及された清国人は、
「危険な階級」に置かれた52）。それは、江戸時代の日本の場合は、将軍及び諸領主が「支配階級」であり、
幕府や大名に仕えた武士階層が「名望家階級」であり、その他の農工商が「庶民階級」であると推定し
てもよいであろう。したがって、本節は、1840年から1860年にかけてのそれぞれの接触を扱うにあたり、
英米清日の間の交渉を考察するとともに、上記で提起された三つのヒエラルキーを考察することを視野
に入れ、比較検討を行う。
2.1　通商紛争下の清国のイメージ
　清日両国は、1840年代以降、近代国際的通商システムに参与させられたのをきっかけにして、西洋諸
国からの外圧を受けてきた。その中で、日本よりも、国内市場が大きく、イギリスやフランスとアヘン
戦争やアロー戦争を行った清国の方は、西洋列強からの外圧が非常に大きかった53）。そのため、1850年代
に至るまで、西洋諸国の関心は、いうまでもなく清国に集中していた。
　アヘン戦争後、イギリスが最も関心を寄せたのは、対清国貿易の拡大と清国市場の独占権問題である。
英清江寧条約締結後の二か月未満、英紙のThe	Timesは『The	New	Treaty	with	China』という題名
で、下記のとおり、イギリス商業界による英清貿易への期待を記した。
…彼らのすべての沿岸地帯がイギリス貿易に開放される場合、清国人にとって、【通商がもたらす】
利益は、我々にとってもさらに大きい。彼らは、全体の金融業者や運送業者に対して、彼らの商業
活動を開放する、これは、全世界への開放であると意味している。イギリスと結んだ貿易は、彼ら
にとって、マンチェスターの綿製品、或いはバーミンガムの金属製品を入手することを可能にし、
また、数月後フランスやドイツの工業製品をイギリスのトランジット貿易で清国に送ることを可能
にする。清国は、すでに長期にわたって平和状態になった一方で、豊かでかつ贅沢ではなくなった。
以上のことは、長期の平和を保つ保証である54）。…
　一方、清国の開放は、より多くのイギリス人が清国に赴くことを促した。これらのイギリス人は、清
国での体験を書き出し、イギリスで公表し、イギリスやヨーロッパに対して、戦後清国社会におけるそ
52）	坂野正高『近代中国外交史研究』（岩波書店、1970年）285頁。
53）	石井孝『増訂明治維新の国際的環境』（吉川弘文館、1966年）21頁。
54）	“…To	The	Chinese	the	benefit	will	be	even	great	than	to	us,	as	opening	their	whole	coast	to	the	trade	of	Great	
Britain;	 They	 open	 their	 commerce	 to	 the	 universal	 factors	 and	 carriers-that	 is,	 to	 the	whole	world.	A	 trade	
established	with	 England	will	 enable	 them	 to	 have	 the	 product	 of	 the	 looms	 of	Manchester	 or	 the	 forges	 of	
Birmingham,	or	of	the	 industry	of	France	or	Germany	transmitted	through	British	commerce	 in	a	 few	months	
to	China-and	China	has	been	too	 long	 in	a	peace	not	to	be	rich	and	 luxurious.These	things	are	the	guarantees	
of	a	 long	peace.…”	“The Treaty with China,”	p.	4,	The	Times,	Nov.	23,	1842.
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れぞれの側面を示した。その中で、英誌のThe	Economistは、1846年12月から1847年 3 月にかけて、ア
イルランド出身のイギリス作家であったRobert	Montgomery	Martin（1801-1868）によって著された
『China:	Political,	Commercial,	and	Social』の各章の概要、及びそれに対する書評を連載した55）。Martin
氏は、短期間に英領香港で民事勤務を務めたため、清国の状況を詳細に調査したのである。Martin氏の
著作は、アヘン戦争後の清国の情報を西洋の社会に伝えたと同時に、当時、清国に赴こうとしたイギリ
ス商人やヨーロッパ各国の清国研究者にも最新の参考資料とされている。
　スコットランド出身のイギリス植物学者であったRobert	Fortune（1812-1880）が著した『A	Journey	
into	the	Tea	Countries	of	China』の概要も、The	Economistによって連載され、書評がなされた。そ
の中で、Fortuneが、清国人と同じような服装をして清国の茶産地に潜み、茶種を清国からインドへ運
び、そこで成功したことは、当時のイギリス読者の関心を引きつけ、清国への探検活動を呼びかける効
果を果たした56）。他方、Fortune氏の著作において、清国人との接触の叙述ももちろんあるが、下記のよ
うに、浙江の舟山群島における外国人による医療支援の一側面を通じて、清国人庶民と外国人との接触
についても窺える。
…多くの貧乏な島民が私の知人のDr.	Maxwellによって治された。Maxwell氏は最も親切で、かつ
慈善的な心を持ち、住民の要望に応じて毎日一定の時間をとって治療を行った。住民たちは島の各
地から氏のところへ押し寄せたが、氏は、文句も言わず、機嫌よく彼らを導き、彼らの堪えがたい
病に手術を施した。多くの【成功した】注目すべき治療の例は、氏の技術によるものであるが、氏
の名声は島の各地にだけでなく、大陸にも広がった。…ある日、私は氏とともに植物調査に行った。
私たちが丘のふもとにある小さな家の前に通った時、一人の男は彼の奥さんと一緒に急いで出て、
私たちを彼らの質素な家に誘った。私たちはそうしたが、家の中で、椅子が用意され、お茶が入れ
られ、夫婦たちは、氏による以前の親切な対応に対して、深く感謝の意を表した。その人は、以前、
殆ど失明していたが、素晴らしいイギリス医者である氏の名声を聞いてから、舟山に来て、間もな
く視力が回復した57）。
55）	 cf.	“China: Political, Commercial, And Social,”	The	Economist,	p.	1652,	Dec.	19,	1846;	p.	127,	Jan.	30,	1847;	p.	210,	
Feb.	20,	1847;	p.	363,	Mar.	27,	1847.
56）	“A Journey into the tea Countries of China,”	The	Economist,	p.	524,	May	12,	1849;	p	448,	May	01,	1852.
57）	“…Many	of	the	poor	natives	were	cured	by	my	friend,	Dr.	Maxwell,	who	 in	the	kindest	and	most	philanthropie	
manner,	 set	 apart	 a	 portion	 of	 every	 day	 for	 the	 purpose.	 They	 flocked	 to	 him	 from	 all	 parts	 of	 the	 island,	
submitting	 cheerfully	 and	 without	 a	 murmur	 to	 operations	 of	 a	 most	 painful	 nature.Many	 most	 remarkable	
cures	resulted	 from	his	skill,	and	his	 fame	spread	not	only	all	over	the	 island,	but	also	to	the	main	 land.…One	
day,	when	I	was	out	with	the	doctor	on	a	botanising	expedition,	as	we	were	passing	a	small	cottage	at	the	foot	
of	 the	 hills,	 a	man	 and	 his	wife	 rushed	 out,	 and	 begged	 us	 to	 enter	 their	 humble	 dwelling.	We	did	 so,	 chairs	
were	for	us,	 tea	was	brought,	and	worthy	pair	thanked	the	doctor	 in	the	most	 feeling	and	grateful	manner	 for	
his	 former	kindness	to	them.	The	man	had	been	nearly	blind,	and	unable	to	work	for	his	 family,	when,	hearing	
of	 the	wonderful	English	doctor,	he	came	over	to	Chusan,	and	soon	received	his	 light.” ibid.
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　上記で言及したDr.	Maxwellがどの国から派遣されたか、キリスト教団の宣教師であるか、また舟山
群島でなにをしたか、といった点に関しては、報道において明らかにされていない。しかしながら、氏
が積極的に島民を治したこと、島民が氏の慈善に対して感激している様子はすでに明白である。前述の
イギリス商業界による清国貿易の青写真と比べると、舟山での英清両国における庶民同士の接触は、イ
ギリスの先進的技術の影響力を示しただけでなく、清国の庶民が、その影響力を認めて受け入れた姿勢
を伝えたのである。庶民の姿勢に対して、清国の支配階級の官僚たちによる対外的な振る舞いに関して
は、同日付の同誌において、「The	Gardens	of	Mandarins」という題名の報道により、Fortune氏と清
国官員とのやりとりが記された。Fortune氏は、ある清国官員によって彼の浙江寧波城内の私邸に招待
された。そこで、Fortune氏は、私邸にある清国風の庭園を遊覧し、庭園の芸術性や設けられた盆栽造
形の素晴らしさを自分の言葉で「The	representation	altogether	 is	really	good」と高く称賛した。それ
から、下記のように、清国官員の熱心さを描いた。
…寧波官員の中で、一人は、私が推測しているように、私に対して上記のような若干の特殊な記念
品を贈ると切望しているが、それは即ち先に【鑑賞された】動物や植物であると考える。しかし、
これらは私にとって、実際に利用することはなく、また、私のほかの収集品が多くあるため、私は、
彼が明白に認めた高い価値の贈り物に対して、ありがたく感謝の意を表すと同時に、丁寧に断った。
彼は、間違いなく、私の鑑賞力に失望した58）。
　ここで、開港後、清国に渡ったイギリス人に対する清国の官僚の振る舞いが窺える。清国官僚層では、
多数の官員は科挙出身で出世したため、先述のBruce公使の観察により、教養のある「名望家階級」で
あり、清朝政権の支配階級でもある。彼らは、清朝官員として清国体制において政治的機能を発揮する
だけでなく、退官後、地方紳士として自己の地域社会に引き続き個人的に影響を与えることもあった。
彼らの行為は、一方では儒教の教条に遵守するものであり、他方、社会状況の変化によって自分の立場
を機敏に変更するものでもある。上述のように、Fortune氏に記念品を送ったことは、清国官僚による
友好的表現を示し、対外的態度において、清国の支配階級による変化の一側面を明らかにした59）。他方、
清国の知識人は、開港開市をきっかけに、近代文明の夜明けの光を蒙り、近代西洋への探求心を喚起し
た。その中で、王韜（1828-1897）は、その先駆者であり、近代文明を研究する過程において、キリスト
教との絆を結び、上海や香港でイギリスのLondon	Missionary	Societyによって派遣された宣教師であ
58）	“…One	of	the	Mandarins	of	Ning-po,	anxious,	I	suppose,	to	confer	some	mark	of	especial	favour	upon	me,	presented	
me	with	one	of	these	animals,-plants,	 I	should	say;	but	as	 it	was	of	no	real	use	to	me,	and	as	my	collections	of	
other	things	were	 large,	I	was	obliged	to	decline	his	present,	which	he	evidently	considered	of	great	value,	and	
no	doubt	wondered	at	my	want	of	 taste.” ibid.
59）	浙江地方の清国官僚の対外態度に対して、開港開市後の広州では、イギリス人の条約要求をめぐって、異なった情
況が現れた。広州の民衆、紳士、官僚には、外国人への強い敵意が存在していた。彼らは、江寧条約で取り決めら
れた外国人の広州城内への入城を拒むことで、通商の意図的な妨害を試みた。土肥歩『華南中国の近代とキリスト
教』（東京大学出版会、2017年）35頁。
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るWalter	Henry	Medhurst（中国名：麦都思、1796-1857）と協力して聖書の漢訳本を刊行した60）。ちな
みに、キリスト教の影響は、アヘン戦争前後において、清国内地に及んだのである。アヘン戦争中の1841
年 7 月17日付のThe	Timesは、「Christianity	 in	China」という題名で、清国におけるプロテスタント系
の布教に関する最新情報を報道した。この報道は、ドイツ出身のプロテスタント宣教師のKarl	Friedrich	
August	Gützlaff61）（中国名：郭士立または郭実臘、英語風の氏名：Charles	Gutzlaff	1803-1851）を取材
したものである。報道で最も注目されたのは、日本人信者の活動と、清国の「the	higher	classes」から
の信者の出現である62）。
　1850年 2 月、清宣宗（1782-1850）が崩御した。次に即位した清文宗（1831-1861）が外国人に対して
どのような態度をとったかはイギリス側に注目された。同年11月 2 日付のThe	Economist は、「Our	
Relation	with	China」という題名で、新皇帝の対外態度について、「清国からの情報において若干心配
させられることが伝えられた。それは、最近崩御した先帝や先帝の大臣のような立場では、若い皇帝は、
彼の政府とともに、我々との友好関係に対して、あまり良くない立場をとっている、ということである。
彼らは、依然として、先の戦争による敗北の恥辱を十分に覚えていると言われている。確認されたのは、
英清両国の親密な関係に対して、顕著に嫌がる態度が現れたという例証がすでにいくつかあったという
ことである63）。」と、イギリス側からの不安を伝えた。続いて、皇帝側近の大臣が提出した自強運動のた
めのいくつかの建策が紹介された。その自強運動を目指したのは、清国の実力で外国人との最後の対決
60）	倉田明子『中国近代開港場とキリスト教』（東京大学出版社、2014年）127-164頁。香港での王韜の行状について、内
田慶市「関與香港文裕堂及其周辺」『アジア文化交流研究』（ 4）（2009年）、289-296頁、参考。
61）	Karl	Gützlaffは、1803年 7 月 8 日に東プロイセン（Ostpreußen）のStettinに生まれた。少年時代は貧乏な家庭で手
工業の学徒に従事した。十八歳の時にベルリンの神学院に入り、1823年に卒業した。その後、オランダの神学院で
引き続き修業した。1826年に牧師按手を受け、オランダ伝道協会（NZG）の宣教師としてインドネシアのバタヴィ
アに派遣された。そこで宣教活動のかたわら、中国語を学んだ。1828年にオランダ伝道協会から退会した後、1831
年から1833年にかけて三回にわたって中国海岸の各地を訪れ、宣教書物を配ったほか、地理調査を行った。後にこ
の三回の旅行調査を『Journal	of	Three	Voyages』として上梓した。広州での宣教活動では、多くのイギリスやア
メリカからの宣教師との親交を結び、モリソン訳聖書の改訂に寄与した。一方、Gützlaffは、イギリス東インド会社
の通訳を務め、清英江寧条約の談判において、イギリス側の通訳として条約成立に尽力した。戦争後、香港に移住
し、そこで中国人宣教師の養成のための「Chinese	Union」を創立した。1851年に香港で没した。Vgl.	Herman	Schlyter
（1946）:	Karl Gützlaff als Missionar in China,	 lund,	S.	 8 -32,	S.	33-62,	S.	144-157.
62）	“The	 Institute	 of	Missions	 in	Berlin	 has	 received	 tidings	 of	 the	 celebrated	German	missionary	Gutzlaff,	 dated	
from	 Pekin,	 the	 20th	 of	 November	 last.	 At	 that	 period	 he	 was	 aided	 in	 his	 apostolic	 labours	 by	 17	 Chinese,	
who,	 having	 learned	 Christianity	 from	 him,	 and	 embraced	 its	 tents,	 were	 serving	 their	 noviciate	 as	
missionaries.	Two	of	his	pupils,	of	Japan	origin,	were	teaching	Christianity	to	their	countrymen	and	to	Chinese,	
at	Macao;	and	his	 two	nieces,	 resident	also	 in	 the	 latter	place,	had	converted	upwards	of	140	Chinese	women,	
all	belonging	to	the	higher	classes.…”	“Christianity in China,”	p.	6,	The	Times,	Jul.	17,	1841.
63）	“Some	apprehensions	are	expressed	 in	 the	accounts	 from	China,	 that	 the	young	Emperor	and	his	Government	
are	 not	 so	well	 disposed	 for	 a	 friendly	 alliance	with	 us	 as	 the	 late	Emperor	 and	 his	 advisers	 latterly	 showed	
themselves.	 It	 is	said	that	they	still	 feel	keenly	the	 ignominy	of	 their	defeats	 in	the	 last	war.	 It	 is	certain	that	
there	has	been	more	than	one	 instance	 in	which	a	striking	reluctance	has	been	shown	to	draw	our	alliance	 into	
a	closer	 intimacy.…”	“Our Relation with China,”	p.	1211,	The	Economist,	Nov.	02,	1850.
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を行うということである。同記事の文末に、その自強運動が実現するなら、「そういう状況であれば、陛
下は、それを以て外国人に言い渡した。彼らは正道を外れた人間であり、頑固な世代でもあるが、処罰
されるはずである。そして、彼らは、必然に処罰されなければならない見込みである。或いは、彼らは
気の毒であり、卑劣な種族であるが、これまて我々は彼らを哀れんでいるが、彼らは必ず孤立してい
る64）。」というように、新たな世代の清国の君臣による対外態度は明らかである。
　1852年 2 月21日付のThe	Economistは、1851年に逝去した宣教師のKarl	Friedrich	August	Gützlaff
の遺作である『The	Life	of	Taou-Kwang,	Late	Emperor	of	China.	With	Memories	of	 the	Court	of	
Pekin』の概要を掲載した。その中で、崩御した清宣宗への評価について、「His	reign	embraced	the	
most	active	period	of	the	communication	with	our	country-the	war,	 the	treaty,	 the	extension	of	the	
trade,	and	the	 introduction	of	steam-vessel	 into	the	Chinese	waters.」と、事実に基づいて指摘した。
また、遺作概要の補充として、アヘン戦争前後の清国陸海軍の現状が報道された。イギリス軍人に見た
清国陸軍について、「清国の陸軍と海軍は、今、西洋人との接触を保っている。彼らの経験や技能は、実
戦に赴く場合、彼らが完全に役に立たない軍隊であると証明している。…刀や剣が鉛筆として使われる
と、軍隊の栄誉は上進する道具となった。…軍隊は、最低限に軍縮されたが、平和時代には、約1,700,000
名を保有しているが、ある程度警察のような存在となった。…彼らは、さらに、品質が劣った軍服と軍
糧を配布され、貧弱な生活を送っている。そのため、出動する場合、彼らは惨めな外見で現れ、見る人
から同情を買った。将校は、昇進することにおいて、民間人と同様に、科挙ではなく、跪いて撃つとい
う試験を受ける。…多くの将校はこのように昇進したが、非常に無知で、かつ無学な人間である65）。」と、
評された。一方、清国海軍（水師のこと）について、「この国の海軍は依然として全くよくない。ほとん
どの戦艦は、一般の貿易船と同様のものであり、出動する必要のない、定められた巡回地域で停泊して
いる。そのため、海軍将校は、所管区の情況に詳しくないのである。暴風雨の場合、これらの戦艦は遠
洋する能力がない66）。」と、同様に評された。そういう深刻な状態に対する清宣宗の対策について、「彼
は、【大臣に対して】多くの賢明な忠告を下賜し、そして政策施行に対して非常に素晴らしい方法を行っ
64）	“Under	such	circumstance,	 it	will	be	for	your	Majesty	to	say	of	 foreigners,	‘They	are	a	perverse	and	obstinate	
generation-punish	 them,’	 and	most	 assuredly	 they	 shall	 be	 published;	 or,	‘they	 are	 a	 poor,	 contemptible	 race,	
take	pity	on	them	as	heretofore,’	and	they	shall	be	 let	alone.” ibid.
65）	“The	Chinese	army	and	navy	now	came	 in	contact	with	western	 foreigners;	 and	experience	proved	 that	 they	
were	 utterly	 useless	when	 their	 services	were	 required.…	When	 the	 sword	 is	 substituted	 for	 the	 pencil,	 and	
military	glory	becomes	the	object	of	ambition	 for	noble	minds.…The	army	was	reduced	to	the	very	minimum,	
in	time	of	peace-about	1,700,000	men-and	changed	 into	a	kind	of	police. …They	were,	moreover,	badly	clothed	
and	 fed,	 and	 miserably	 accoutred;	 so	 that	 when	 called	 out	 for	 service	 they	 presented	 a	 very	 burlesque	
appearance,	 and	 forced	 a	 smile	 of	 pity	 from	 the	 beholders.	 The	 officers	 rose,	 like	 the	 civilians,	 by	
examination-not	 in	 literary	 lore,	 but	 in	 the	 art	 of	 shooting	with	 the	bow;…	Many	officers	 rose	 from	 the	 ranks,	
and	were	very	 ignorant	men.”	“The Chinese Army and Navy,”	p.	206,	The	Economist,	Feb.	21,	1852.
66）	“The	state	of	the	navy	was	still	worse.	The	vessels	were	scarcely	as	good	as	common	trading	 junk,	and	were	
stationed	 in	certain	circuit,	beyond	which	they	never	went;	so	that	the	navy	officers	were	 ignorant	of	their	own	
coast.	 In	heavy	weather	these	 junks	were	not	sea-worthy.” ibid.
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た。ただし、国家へ相当な恐怖感を与えたであろう困難に対して、彼は手を出して排除したことは一度
もなかった67）。」と記された。
　清国では、1850年代以降、対外関係においてイギリスとの摩擦が深刻化していった同時に国内におい
ても太平天国という反乱が起こった。太平天国の乱（1851-1864）について、1853年 4 月30日付のThe	
Economistは、対清貿易付属の評論において、「そういう状態において、市民が広くイライラして課税に
脅かされた証拠があるが、それは結果として不満不平を引き起こした。その反乱は、それに従って、諸
政権の間の、或いは、さらに種族間の対立のようなものではなく、先にヨーロッパを苦しめた革命のよ
うな相当の社会的変革或いは動乱である68）。…」と、清国朝廷の認識よりも、眼識が鋭いイギリス側の認
識を示した。また、その反乱に対する清国朝廷の対応について、「…しかしながら、皇帝は彼の皇位を守
るために戦う考えはなさそうであるが、防衛体制を総督、知事、官員たちに任せ、内廷から口述された
詔書や上諭を出した。清朝の先帝及び成例に則し、彼は、彼の大臣とともに、古くて致命的な方法を用
い、あの新たな社会的動乱を鎮圧している69）。…」と伝えたが、ここから祖宗から継承した体制に固執し
た清国朝廷の様子が窺える。
　1856年10月、広州でアロー号事件をきっかけに、英清両国はアロー戦争に突入した。戦争勃発の三か
月後、1857年 1 月 3 日付のThe	Economistは、「Rupture	with	China』という題名で、「…【英清間の】
摩擦は、香港で登録したイギリス廻船に属する海賊行為として告発された人々が、清国当局によって捕
えられたということから始まるが、その船はイギリスの保護下のものである。清国当局は、その船が清
国籍であると主張していた。しかし、彼らは、それらの事実が扱いにくいと意識し、逮捕された十四人
から十二人を釈放したと【イギリス側に】通報した。彼らは、【イギリス側からの】さらなる謝罪の要請
を拒否した。そして、彼らは、偉そうな態度をとって返答することはなかった。その結果、【イギリス側
からの】攻撃が行われた70）。…」と、アロー号事件の経緯をイギリス国内に解説した71）。
67）	“ … He	administered	many	wise	exhortations,	and	suggested	very	excellent	means	 for	 improvement,	but	never	
put	his	hand	to	the	removal	of	difficulties,	which	were	 indeed	formidable.…”	 ibid.
68）	“In	these	circumstances	there	 is	a	proof	of	 the	people	being	generally	harassed	by	taxation,	and	consequently,	
generally	discontented.	The	 rebellion,	 accordingly,	 dose	not	 appear	 to	be	a	quarrel	between	dynasties	 or	even	
races,	 but	 rather	 a	 social	 change	 or	 convulsion,	 such	 as	 have	 of	 late	 afflicted	Europe.…”	“China,”	 p.	 476,	The	
Economist,	Apr.	30,	1853.
69）	“…The	Emperor,	however,	seems	to	have	no	notion	of	fighting	himself	 for	his	crown,	but	entrusts	his	defence	
to	 his	 viceroys,	 governors,	 and	 mandarins,	 and	 dictates	 his	 edicts	 and	 epistles	 from	 his	 palace.	 He	 and	 his	
officers	 rely,	 like	 other	 emperors,	 and	 ministers,	 on	 old	 and	 dead	 forms	 to	 put	 down	 this	 new	 growth	 of	
society.…” ibid.
70）	“…The	origin	of	the	quarrel	was	the	seizure	by	the	Chinese	authorities	of	some	men	accused	of	piracy	on	board	
a	 vessel	 registered	 at	 Hong-Kong	 as	 an	 English	 vessel,	 and,	 therefore,	 under	 the	 protection	 of	 England.	 The	
Chinese	 authorities	 alleged	 that	 the	 vessel	was	Chinese,	 but	 offered,	 as	 if	 they	were	 aware	 that	 the	 fact	was	
difficult,	 to	restore	twelve	out	of	the	fourteen	men	who	had	been	carried	off.	Further	satisfaction	they	refused.	
They	even	did	not	condescend	to	return	an	answer	to	the	demand	for	 it,	and	the	attack	was	consequence. …”	
“Rupture with China,”	p.	4,	The	Economist,	Jan.	03,	1857.
71）	アロー号拿捕事件の経緯は、とりわけ、当時広東で清英交渉を一任した両広総督であった葉名琛（1807-1859）の対
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　1858年 9 月 4 日付のThe	Economistは、「The	Commercial	Effects	of	 the	Treaty	with	China」とい
う題名で、英清天津条約締結の二か月後、清国による条約履行の状況について、「残された政治的困難は
二重である。一つ目は、帝国の政策は支離減裂であり、例えば、広東に施行された【対英】譲歩政策に
ついて、私が聞いたところでは、そこの官員たちは、完全に北京と異なったことをしているが、イギリ
ス人に対して、地元の住民を刺激して新たに非友好的な態度をとることを支持している。二つ目は、我々
が獲得した権利を保つために、…Sir	Henry	Pottingerによる江寧条約の締結後、開港場でのイギリス領
事官と地元の清国官員との交渉は承認されているが、実際に、明言されていないのである。これは我々
の貿易に対して損をすることである72）。…」と指摘した73）。上述の報道で言及されたSir	Henry	Pottinger
（中国名：璞鼎査、1789-1856）は、イギリス君主を代表して英清江寧条約を調印したイギリス側の全権
代表であり、初代香港総督でもある74）。
　英清間における政治的かつ軍事的摩擦や対立よりも、イギリス人がさらに関心を払ったのは、清国で
の貿易が順調に成功するかどうかという問題である。清国の開港開市以来、イギリス商人は、イギリス
商品の交易において、清国市場から一定の抵抗を受けたことに気づいた。そのため、英清天津条約（1858
年 6 月26日調印）締結の直前に、1858年 6 月 5 日付のThe	Economist は、「The	Development	of	 the	
Trade	with	China」という題名で、イギリス側からの交易調査を掲載した。その中でイギリス製織物の
売れ残りの原因について、「寧波の清国人が 5デシグラムで 1ヤードの最も最高の無漂白布を買う可能性
があるとはいうものの、彼らは 6デシグラムで 1ヤードの手製の綿布衣服のほうに金を支払う。これは、
彼らがイギリスからの高級かつ繊細な製品に対して無感覚であるという理由ではない。その理由として、
彼らはイギリス生地を買いたくないのである。清国の自家製の服は二層があり、完成させるには少なく
とも二年がかかる。イギリス製のキャラコは、清国の叩きながら洗濯する方法では、六週間で破れてし
まうのである75）。」と、製品の耐用性において比較を行った。それとともに、「今、ここで、疑いなく、
英立場の詳細について、cf.	W.	C.	Costin, Great Britain and China 1833-1860	（Oxford:	At	the	Clarendon	Press,	
1968）,	179-188.
72）	“…The	political	difficulty	that	remains	will	be	twofold,	 -first,	 in	an	empire	so	 incoherent	as	that	of	China,	 to	get	
the	 Imperial	 concession	 enforced	 in	 the	 Southern	 provinces,	 for	 instance	 at	 Canton,	 where,	 as	 we	 hear,	 the	
Chinese	official,	utterly	 in	different	to	the	proceedings	at	Pekin,	 is	 inciting	the	people	to	new	hostilities	against	
the	English;	 secondly,	 to	 keep	 the	 rights	we	 have	 gained,	…as	 happened	 after	 Sir	Henry	Pottinger’ s	 treaty,	
when	 the	 right	 of	 free	 intercourse	 between	 the	British	 Consuls	 at	 the	 ports	 and	 the	Chinese	 Governors	was	
sanctioned,	 but	 in	 practice	 was	 not	 asserted,	 to	 the	 great	 detriment	 of	 our	 commerce.…”	“The Commercial 
Effects of the Treaty with China,”	p.	980,	The	Economist,	Sept.	04,	1858.
73）	 cf.	W.	C.	Costin, op.cit., pp.	280.
74）	W.	C.	Costin, op.cit., p.	99-101.
75）	“…At	Ningpo	the	Chinese	can	buy	the	best	grey	shirtings	at	5d	a	yard,	and	they	yet	prefer	to	pay	6d	a	yard	
for	home-made	cotton	cloth	not	quite	half	the	width.	But	this	 is	not	because	they	are	 insensible	to	the	superior	
fineness	 of	 the	 English	 texture;	 it	 is	 because	 they	 cannot	 afford	 to	 buy	 the	 British	material.	 The	 home-made	
cloth	 is	 of	 twice	 the	 substance,	 and	will	 last	 the	 Chinaman	 at	 least	 two	 years.	 The	 British	 calico	 washed	 in	
Chinese	fashion	by	beating	between	stones,	would	wear	out	 in	six	weeks.”	“The Development of the Trade with 
China,”	p.	615,	The	Economist,	Jun.	05,	1858.
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我々は、イギリス貿易の期待に失望する事実を見つけた。イギリス人は、質量にしても価格にしても、
清国人が期待するものを送っていなかった。さらに、清国人が本当に欲しいものを確認することにおい
て、適当な方法を持っていなかった76）。…」と、清国市場の需要に詳しくないイギリス商人の行いが指摘
された。
　1858年に調印された天津条約は、英清両国間における一連の問題を解決していなかった77）。1859年、双
方は戦争を再開した。1860年10月24日、英清北京条約が調印された。翌月の11月10日付のThe	Economist
は、「The	Policy	of	 Inflicting	a	Signal	Humiliation	on	China」という題名で、在京したイギリス首席代
表であったLord	Elgin（James	Bruce、1811-1863）が、英紙のThe	Timesによって取材されたものを
転載した。その中で、戦争を再開した張本人について、「…我々が【清国に】やってきて罰を課した対象
は、私たちが発見した海岸線の泥塹壕で守っている不幸な兵士ではなく、上級の命令を受けて従った、
目下の破滅の不安を抱いて行動している庶民たちではないが、我々はここにやってきて、計画的に私た
ちに損害を与え、背信行為を行った最高の首脳に打撃を与えるのであるが、私たちの同胞に血を流させ
た不誠実な国や政府に屈辱をあたえる78）。…」と述べた。また、清政府に対して新たな条約を履行させる
ことについて、「…最後まで、適切な交渉を行ったが、その交渉は、再び先に証明されたように、役に立
たない【双方の】約束を拒否した。【清国側】は、十分に交渉したにもかかわらず、断固として断った。
平和のためのすべての【新たな】予備交渉は、連合軍が北京に到着した後で行ったが、双方の信頼関係
を破壊した責任を追究するために、【清政府に】厳しく公的な謝罪を要求し、天津条約を誠実に遂行する
ことについて、公的な確約を求めた79）。…」と強調した。ここで言及された背信行為とは、即ち清政府が
天津条約で規定された外国使節北京常駐という条款を遂行することを拒否したことである。イギリス側
は、すでに双方による交渉によって合意された条約が、一方的に廃止されることは国際的規則に違反す
76）	“Now	here	we	have,	without	doubt,	a	true	clue	to	the	disappointment	of	English	mercantile	hopes.	The	English	
have	not	 sent	what	 the	Chinese	wanted,	 either	 in	quality	or	price;	 and,	moreover,	 they	have	had	no	adequate	
means	of	ascertaining	what	 it	really	was	which	the	Chinese	did	want.…” ibid.
77）	英清、仏清天津条約調印後、清政府による条約履行の可能性について、イギリス代表のElgin伯爵とフランス代表の
Jean-Baptiste	Louis	Gros男爵（1793-1870）との討論があったが、その書簡による討論の詳細について、cf.	Henri	
Cordier,	 ed.,	L’expedition de Chine de 1857-58: Histoire Dipolomatique Notes et Documents	（New	York:	AMS	
Press,	1974）,	464-468,	参考。
78）	“…We	went	there［to	China］to	 inflict	punishment	not	upon	the	wretched	soldiery	whom	we	found	defending	
the	 mudbanks	 on	 the	 sea-coast,	 nor	 upon	 the	 poor	 trembling	 underlings	 who,	 in	 their	 duplicity,	 were	 but	
obeying	 the	orders	 they	had	received	 from	their	 superiors,	 and	who	were	acting	under	 the	 fear	of	 immediate	
ruin;	 we	 went	 there	 to	 strike	 at	 the	 directing	 head	 in	 which	 the	 treachery	 from	 which	 we	 suffered	 was	
planned,	 and	 to	humiliate	 in	 the	 face	 of	 the	Empire	 the	Government	which	has	perfidiously	 shed	 the	blood	of	
our	 countrymen.…”	“The Policy of Inflicting A Signal Humiliate on China,”	 p.	 1231,	The	Economist,	Nov.	 10,	
1860.
79）	“…To	this	end	there	was	but	one	proper	course,	and	that	course	was	to	refuse	to	accept	again	promises	which	
had	already	proved	so	worthless;	sternly	to	refuse,	 instead	of	eagerly	to	solicit,	all	overtures	for	peace	until	 the	
avenging	army	had	reached	 the	walls	 of	Pekin,	 and	 then	 to	exact	 the	most	public	 apologies	 for	 the	breach	of	
faith	publicly	committed,	and	public	assurances	that	the	Treaty	of	Tien-tsin	should	be	faithfully	 fulfilled.…”	 ibid.
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る行為であると主張しているが、外国使節北京常駐という問題が解決しなければ、清政府からの完全な
譲歩を実現させるまで、戦争を継続するという姿勢を示している80）。
2.2　開国と接近―開国初期の日本に関する報道
　1840年代以降、江戸時代の日本は、アヘン戦争の情報を受け、西洋諸国に対する態度を徐々に変化さ
せるようになった81）。1852年 5 月26日付のBoston	Investigatorは、「The	Japanese	greeting	ready	for	
us」という題名で、「ニューヨーク・ヘラルドは、日本国大君が、ペリー指揮官によるアメリカの日本遠
征艦隊を熱烈に出迎えるために、日本の海岸線を防備し、装備された兵士を出動させたという情報をオ
ランダ軍艦のPrince	of	Orange号の士官から受けた。全てのオランダ士官は、江戸に入城することを目
指すために、その地域に派遣された我々の武装が、全く足りないと思っている82）。」と、日本を目指した
80）	英仏連合軍は、清帝への懲罰の一環として、作戦中に北京郊外の清帝の夏宮である円明園を焼失させた。その焼失
の理由、及び北京攻撃前にその理由を明示したElgin伯爵による北京に留守した恭親王宛の書簡については、Robert	
Swinhoe著・李国慶整理『1860年華北之戦』（広西師範大学出版社、2017年）347-349頁、359-360頁、参考。一方、
天津条約調印後における英仏清三国の善後交渉への評価、即ち、孫子兵法と呼ばれた中国的智慧と近代国際的慣例
との折衝に対する評価については、中国側の最新の論述である仲偉民「孤立於世界の悲劇與災難―由「円明園劫
難記憶訳叢」看19世紀真実的中国」『思想戦線』第 2期（2018年）、101-110頁、参考。
81）	アヘン戦争に関する情報は、その勃発直前の英清交渉の情勢が、オランダ風説書によって1839年に幕府に伝達され
た。翌年、さらに詳細な情報は『オランダ別段風説書』として幕府に届いた。英清紛争を洞察し、清国がイギリス
に敗北することを正しく予測した砲術家の高島秋帆（1798-1866）は、幕府に西洋式砲術採用を進言した。翌年、江
戸郊外の徳丸の原で西洋式砲術演練が実施された。ここで興味深いのは、西洋式砲術演練がアヘン戦争の過程とほ
ぼ同じ時期であるが、砲術演練を通じて英清戦争の結果を決めた鍵である武器の優劣を捉えた幕府の事前準備行為
であることはあきらかである。それと同時に、アヘン戦争の経緯を全般的に把握するために、幕府は、長崎在留清
国人に情報聴取を行わせ、来航した清船にも唐風説書提出を求め、オランダ風説書からのニュースと比較検討を行
った。そのような唐風説書は、大部分が乍浦で蒐集され、戦闘の主舞台の広東より遠いため、正確な数値や客観的
な判断は望めない遠隔地の僅かな伝聞にすぎなかったのである。また、江寧条約や五港通商章程、及び英清間の通
過税に関する宣言の条文は、イギリス外務省を通じて、オランダ植民省によって英文原稿を蘭訳し、1844年に日本
に送られた。江寧条約の和訳が1845年の別段風説書として流布されたのは、日本国内の事情によるものであると思
われる。さらにアヘン戦争の情報は、戦争期間や終結以降でも軍記物、伝記、詩集、漂流記などのそれぞれの文学
作品で日本国内で拡がっていた。それによって、幕府と有識者には強い危機感を与えたが、日本国内で海防論への
重視が喚起された。その結果、幕府の直接的な反応の一つとしては、長崎のオランダ商館に武器の発注、買い取り
を行い始めたが、とりわけ有名なカールテンの『海上砲術全書』や武器弾薬を注文した。岩下哲典『日本のインテ
リジェンス―江戸から近・現代へ』（右文書院、2011年）40-42頁。森睦彦「阿片戦争情報としての唐風説書―
書誌的考察を主として―」保谷徹編『幕末維新論集10幕末維新と情報』（吉川弘文館、2001年） 6 - 7 頁。	松方冬
子『オランダ風説書と近世日本』（東京大学出版会、2007年）160-161頁。岩下哲典『幕末日本の情報活動―「開
国」の情報史―』（雄山閣、2008年）39頁。片桐一男、前掲文、157-158頁。
82）	“The	New	York	Herald	 is	 informed	by	the	officers	of	the	Dutch	frigate	Prince	of	Orange	that	the	Emperor	of	
Japan	has	strongly	fortified	evory	part	of	his	coast,	and	has	a	body	of	well	equipped	soldiers,	ready	to	give	the	
American	expedition	under	Com.	Perry	a	warm	greeting.	The	Dutch	officers	all	 think	our	 force	dispatched	 to	
that	 quarter	 as	 utterly	 inadequate	 to	 the	 task	 of	 forcing	 an	 entry	 into	 the	 city	 of	 Jeddo.”	“The Japanese 
greeting ready for us,”	Boston	Investigator,	May	26,	1852.
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ペリー艦隊の情報を伝えた83）。また、艦隊出発の前に、1852年 2 月24日付のNew	York	Timesは、「日本
と合衆国」という題名で、「威風堂々たる」艦隊の姿を描いたほか、下記のように、幕府との交渉に対す
るアメリカ側の料簡を示している。
未開の国民と交渉するに際しては、力に訴える前にまず彼らの信頼と好意を得る努力が必要だと思
う。…しかし、日本が国家として裏切るかどうかはわからない。…交渉の成功、不成功、或いは相
手側の誠意、不誠意に応じて行動する態勢をとるのがよい。…わが国の地理的位置、国の大きさ、
国の力を彼らによく理解させるべきである。それに、われわれが日本の産物や製品を求めているこ
と、そして代わりにわれわれが何を提供できるかを理解させなくてはならない。そして最後に、わ
れわれは雅量ある国民であることを彼らに感じとらせるべきである。そのためには、それにふさわ
しい行動をとらなくてはならない。このやり方は長期間かかるかもしれない―多分数年を要する
だろう―しかし、彼我の関係はそのほうが引き続き安定するだろう。強国が小国に対して高圧的
な方策をとろうとする考え方をわれわれは嫌悪する84）。
　上記のように、江戸時代の日本を「未開」の国として言及したのは、一方でアメリカ人によるキリス
ト教信仰者としての白色人種の傲慢さを露呈することになったが、他方ではアメリカ人が江戸時代の日
本のことを完全に理解していなかったことを示している。また、対日交渉に関するやり方において、平
和的な手段を通じて交渉を行うことは、イギリス人と異なった考えを持ったアメリカ人の温和な立場を
明らかにした。とりわけ、最後の「強国が小国に対して高圧的な方策をとろうとする考え方をわれわれ
は嫌悪する」という叙述は、当時、欧米諸国が世界中で植民地を拡大した背景から、若いアメリカ民族
の道義心を明白にした。さらに、アメリカ側による小国への道義心、小国の国民への道義心は、後に下
田密航の吉田松陰（1830-1859）のことで発揮された85）。アメリカ人の道義心に対して、1854年に横浜で
米艦の応接にあたった幕臣の平山省斎（1815-1890）は、艦隊随行の清国人羅森との応酬において、利益
83）	 1853年から1854年にかけてアメリカ東インド艦隊の到来、即ちペリー来航によって、江戸幕府は日米和親条約によ
って開国せざるを得なかった。ペリーによる日本遠征の経緯、及び日本開国前後に関する英字新聞の大部分は、す
でに国際ニュース事典出版委員会・毎日コミュニケーションズ編『外国新聞に見る日本①1852-1873本編』（株式会
社毎日コミュニケーションズ、1989年）によって和訳された。国際ニュース事典出版委員会・毎日コミュニケーシ
ョンズ編『外国新聞に見る日本①1852-1873本編』（株式会社毎日コミュニケーションズ、1989年）24-54頁、参考。
84）	New	York	Times,	Feb.	24,	1852.	和訳出典：『外国新聞に見る日本①1852-1873本編』24頁。
85）	吉田松陰が下田密航において、ペリー提督に対して、ペリー艦隊に随行して洋行しようとした第二投夷書を呈上し
た。後に不成功であったため、下田獄に投獄された。当時、海禁のため、密航者が極刑に処されると規定されてい
た。しかし、ペリー提督が松陰の投夷書の告白により、相当の共感を喚起されたが、とりわけ、艦隊首席翻訳官で
あるS.	W.	Williamsの調査を通じて監禁された松陰たちの悲惨によって、一種のショックを受けた。その結果、松
陰たちへの極刑免除は、ある程度はペリー提督の関与につながっている。陶徳民「下田獄における第二の「投夷書」
について」陶徳民編『吉田松陰と佐久間象山―開国初期の海外事情探索者たち（I）―』（関西大学出版部、2016
年）37-38頁。
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よりも儒教的道義を重んじる立場を示した86）。ペリーが抱いた道義心は、いうまでもなく、キリスト教に
基づくものであり、現在では「人権」への尊重であるが、平山が重んじた道義は、孔子思想の核心であ
る「仁」を表していた。ここで、東西における異なる道義心が交流したのは、近代的東西文化交渉の積
極的一面であったと窺える。
　開国後、様々な外国人が渡日し、日本で様々なことを体験し、日本への感想を西洋社会に伝えた。そ
の中で、1854年 7 月26日付の	Boston	Investigatorは、日本にいた自由思想家（Freethinker）を分析し
た評論を掲載した。その主旨について、「我々の社会のように、日本人においても、自由思想家がいる
が、おそらく彼らは多数派ではない。私は、彼らにおいて、以前は自然神教があったということは聞い
たことがないが、無神論者や非キリスト教信仰者がいる87）。…」続いて、評論で様々な無神論者の所作を
検討した。最後に、日本人思想家に対して、「…The	number	of	 freethinking	Japanese	 is	very	small,	 in	
proportion	 to	 the	 whole	 nation.	 The	 people	 are,	 in	 general,	 not	 only	 extremely	 bigoted,	 but	 very	
superstitious88）」と指摘した。ここに、江戸時代の日本事情に対して無知なアメリカ輿論界の一側面が窺
える。日本社会の統合と同質化とが著しく進行した江戸時代には、日本への帰属感及び日本文化の独自
性の主張は、前代に比較すれば、はるかに強められた89）。そうした日本固有文化の独自性の主張として
は、下記のような例が挙げられる。
嘗て群弟子に問うて曰く、方今彼の邦孔子を以て大将となし、孟子を副将となし、騎数萬を率ゐ、
來りて我邦を攻めば、吾黨孔孟の道を学ぶ者、之を如何せんと、弟子咸答ふること能はず、曰く、
小子為す所を知らず、願くは其説を聞かんと、曰く、不幸にして若し此厄に逢はば、吾黨身に堅を
被り、手に鋭を執り、之と一戦して孔孟を擒にし、以て国恩に報ず、此れ即ち孔孟の道なりと90）
　この逸話の主人公は、江戸前期の思想家であった山崎闇斎である91）。江戸時代は、日本思想史にとって
86）	平山の学識、及び、その儒教的道義への分析について、陶徳民編『平山省斎と岩瀬忠震―開国初期の海外事情探
索者たち（II）―』（関西大学出版部、2018年）246-252頁、参考。
87）	“There	are	freethinkers	among	the	Japanese,	as	among	us,	and	perhaps	they	are	as	numerous.	I	have	not	heard	
that	 there	 were	 deists	 among	 them,	 but	 there	 are	 atheists	 and	 sceptics..…”	“Freethinkers in Japan,”	 Boston	
Investigator,	Jul.	26,	1854.
88）	 ibid.
89）	佐藤誠三郎・R・ディグマン編『近代日本の対外態度』（東京大学出版会、1974年） 2 - 5 頁。
90）	原善公道『先哲叢談』第三巻、三枝博音編『日本哲学思想全書』第二十巻（平凡社、1957年）46-47頁。
91）	江戸時代における儒家神道という思想は、闇斎のように、中世以来の神道が儒教によって解釈されて組織されたこ
とによって生み出された。その儒家神道に唱和した者には、朱子学者が多かった。闇斎は、江戸時代おける朱子学
による中国崇拝に対して、神儒一体を説き、当時の儒者が中国を尊び日本を卑しむことを不可とし、大義名分に基
づいて自国の尊厳を力説し、自国意識の独立性を守ろうとしていた。名分を重んずる崎門学の精神は、朱子学の実
学の精神に徹した結果であり、これを通じて自国風土に根ざした伝統を見守ることであり、さらにここに東洋精神
の神髄があったとみることも不可能ではない。岡田武彦『江戸期儒学』（木耳社、1982年）23-25頁。阿部秋生「儒
家神道と国学」平重道・阿部秋生校注『日本思想大系39　近世神道論　前期国学』（岩波書店、1972年）498-502頁。
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ルネサンスのような時期であるといってもよい。その中で、とりわけ中国からの宋学である朱子学は、
日本固有の思想と融合し、江戸時代の日本を代表した正統の学問となった92）。江戸後期の外交問題、即ち
防衛・漂流民送還・通信から通商への国際的激変に対して、昌平黌で教育を受けた日本の儒者は、幕臣
として対外交渉に参与し、近代的世界への認識を深めた93）。一方、安政の開国以来、日本の仁人志士たち
は、吉田松陰や福沢諭吉のように、近代的学問への欲求を高め、研究や関心が次第に漢学や蘭学から英
学へ転向していた94）。先に言及した吉田松陰の下田密航はその一例である。したがって、上記の記事のよ
うに、日本の思想家を「extremely	bigoted」や「but	very	superstitious」という性格を与えたのは、日
本開国後、最初に渡来した西洋人探索者による日本認識の一側面を示しているといってよい。
　庶民たちが開国直後に来日した外国人に対してどう対応したか。1855年 1 月30日付のThe	Daily	Scioto	
Gazetteは、「The	Japanese	Ladies」という題名で、「…女性でも、以前に外国人に見せることをためら
うと特徴づけられた拘束を捨てた。…彼女たちは、【外国人との】交流を切望しており、わが国の国民の
マナーと習慣、及び様々なものをイギリス語の訳で習っているが、一部の女性は、そのうち、新たに出
会った人々のふるさとを訪れる可能性を熱望している95）。」と、興味深く記した。また、翌年の12月13日
付のThe	Illustrated	London	Newsは、挿図記事の「ペリー日本遠征記」において、ペリー提督と艦隊
士官たちが、条約の特権を行使して、下田の町や田舎を散策した際に、出会った日本人庶民との接触に
ついて、「…庶民たちは外国人を歓迎し、彼らと友好的な交わりを結びたいとの態度を示しているようだ
った。彼らはおきまりの好奇心を露わにし、アメリカ人のまわりに群がって、衣服を調べて見たり、ま
た身振り手振りで彼らの気に入った品々ひとつひとつの英語の名を訪ねたりした96）」と、いきいきと記し
た。とりわけ、幕末期の日本女性について、「…婦人の地位は、キリスト教の天啓の影響下にある諸国に
おけるほどには向上していない。しかし日本の母たち、妻たち、および娘たちは、中国の場合のような
持物、家事労働者でもなければ、トルコのようなハレム【妻妾同居の女部屋】の買い入れ対象でもない。
一夫多妻制が存在しないという事実は、日本人が、すべてのヨーロッパ諸国民と同じく最も道徳的で上
92）	林羅山（1583-1657）による『本朝神社考』、皇祖皇宗泰伯説などは自国尊重思想を提唱したが、実に中華思想を思
想的基礎として、日本が「夷狄ではない」と宣言することを通じて、日本が中華の分身たることを立証したもので
ある。林氏による神道即王道の思想には、史実的にも日本と中国とは同一文化圏の国であると考えられる。宇野茂
彦『叢書・日本の思想家②林羅山・（附）林鵝峰』（明徳出版社、1992年）202-209頁。平重道「近世の神道思想」平
重道・阿部秋生校注『日本思想大系39近世神道論　前期国学』（岩波書店、1972年）511-513頁。
93）	真壁仁『徳川後期の学問と政治』（名古屋大学出版会、2007年）における第三章「幕府儒者の外交参与」、参考。
94）	陶徳民「19世紀日本的外国学的変遷―従漢学、蘭学到英学、徳国学」復旦大学歴史地理研究中心編『跨越時空的
文化　16-19世紀中西文化的相遇与調適』（上海東方出版中心、2010年）438-441頁。
95）	“…Even	the	Ladies	have	lost	much	of	the	reserve	and	difference	which	formerly	characterized	them	and	prevented	
us	 from	having	a	sight	of	 them.…They	anxiously	engaged	 in	conversation,	eager	to	 learn	the	English	names	of	
things	 and	 the	manners	 and	 customs	 of	 the	 people	 of	 our	 own	 country,	 and	 some	 expressing	 a	warm	 desire	
soon	to	be	able	to	visit	the	 land	of	their	new	acquaintances.”	“The Japanese Ladies,”	The	Daily	Scioto	Gazette,	
Jan.	30,	1855.
96）	The	Illustrated	London	News,	Dec.	13,	1856.	和訳出典；金井圓訳『描かれた幕末明治：イラストレイテッド・ロン
ドン・ニュース　日本通信1853-1902』（雄松堂、1973年）32頁。
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品な国民であるという特徴を顕著に示している。この下劣な行為がないということこそ、婦人の性格を
一層優れたものにし、家庭道徳を普及させるのである97）」と、江戸の日本婦人を高く評価した。そもそも
「兄弟如手足、妻子如衣服、衣服破尚能補、手足断安能続」という信条を長らく認めている中国文化にお
いて、一夫多妻制という両性関係は、正確でゆるぎなき道理として理解されていた。また、一般的に言
えば、古代中国が日本にとって文化の母国といわれる議論がある。しかしながら、なぜ一夫多妻制が日
本に導入されていないのか、なぜほかの中国文化、例えば、漢代以降の宦官文化、宋代以降の纏小脚文
化、明清以降の大規模な密告文化などが日本に受容されていないのか。これらの中国文化は、これまで
一部の竜の子孫にとっては、伝統的で誇りらしく思われているものであるが、近代文明で育てられた中
国人や日本人にとっては、相当に難問のように考えられる。ただし、上記の英紙によって出された評価
は、それらの文化の存在に対して、最も適切な回答であると考えられる。女性は男性と同じく社会進歩
を進める力であるが、女性の成功は、ある程度、国の運命にかかっているのである98）。
　1858年、江戸幕府は、アメリカ、イギリス、フランス、オランダ、ロシアとの修好通商条約（1858年
6 月～ 9月）を結び、一層開国した。それに伴って、来日する外国人が多くなり、西洋諸国に日本の情
報が多く伝えられた。1858年 4 月24日付のThe	Illustrated	London	Newsは、箱館から大坂を経由して
長崎に観光した外国人による日本に関する感想文を掲載した。とりわけ、江戸時代から通商の窓口とさ
れた長崎への印象について、「長崎の街路は、幅広く清潔である。…商店街には商品が豊富である。住民
は非常に上品で礼儀正しい。暑い気候であったため、多くの人々は男も女もできるだけ衣服をへらして
いるように見受けられたが、決して未開野蛮な状態にあるわけではない。…外国人との交際にまつわる
多くの制限の排除が、オランダにも、また日本と条約を結ぶに至った国々にも認められたため、われわ
れは、市内の公共建造物のいくつかや街路や商店を訪れることができるようになった99）」と記した。ここ
で前述した清政府による外国人への厳しい行動制限に対して、外国の条約に遵守した幕府の姿勢が窺え
る。
　外国の条約を順守した日本の性格の一側面は、しばらく英紙によって捉えられた。英日修好通商条約
の調印後、1858年11月27日付のThe	Illustrated	London	Newsは、「日本の役人」という題名で、イギリ
ス締約代表のElgin伯爵が歴訪した日本の町や幕府からの応酬を紹介した。その中で、日本に対して、ど
のような態度をとるかについて、「…もしもわれわれが公正で節度のある行動方針をとっていくなら、日
本人は通商と自由な交際の目的をさらにおしすすめようとするわれわれの努力に応えてくれるであろ
う100）」と、興味深く考えていた。さらに、文末に、日本人の国民性について、「…日本人は忠誠心と勇気
があり、法を固守し、そして上役を擁護しようとする。しか、し彼らは非常に思慮に富み、彼ら自身よ
りももっと分別のある人々から、事柄が平和の術策であるか、あるいは争いの陰謀であるかを察知する。
われわれはなんら懸念することなく、こう予言することができる。すなわち、日本国民は、西洋諸国民
97）	同注96．
98）	筆者の考えであるが、四十年以上にわたって清国を統治した慈禧太后（清文宗の妃、清穆宗の生母、1835-1908）の
行いと対比的に考えた見解である。
99）	The	Illustrated	London	News,	Apr.	24,	1858.	和訳出典；金井圓、前掲書、38頁。
100）	The	Illustrated	London	News,	Nov.	27,	1858.	和訳出典；金井圓、前掲書、46頁。
東アジア文化交渉研究 第12号
240
との最初の交流という試練を経て、西洋諸国民の規模において急速に向上し、そしておそらく―その
島国という境遇と固有の特性に恵まれて―東洋文明圏の指導者となるであろう101）」と、日本の将来に
対して期待を寄せる姿勢を示している。ここで、イギリス人は眼識があると思われる。1872年 8 月20日
付のThe	Timesは、訪英の岩倉使節団を報道した記事において、明治維新後の日本を「東洋のイギリ
ス」として比喩し、より大きな期待を寄せたのである102）。
　1858年11月10日付のThe	Weekly	Raleigh	Registerは、「The	New	Treaty	with	Japan」という題名
で、「日本政府は、ワシントンに使節を派遣することを決定し、三月に行う予定であるが、そして、わが
政府は、政府用の汽船で使節及び使節団一同をパナマを経由して合衆国に送る。駐日領事のハリス氏と
Tatnall 指揮官は、江戸当局に対して、【この度の使節派遣】が合衆国政府にとって喜ばしいことである
と保証しているが、またアメリカ国民もその派遣要請に同意すると、私は確信している103）。…」という
幕府による遣米使節の決定を報道した。上記の遣米使節は、後に日本近代史において「万延元年遣米使
節104）」と呼ばれた105）。使節団一行は、初めて近代西洋文化を体験した日本人として、アメリカ近代文明と
の接触を通じて、欧米の「先進的文明」を取り入れることを認識し、その認識を日本に持ち帰って幕閣
に伝えたのである106）。
　遣米使節がアメリカを遊歴した際に、清国では、アロー戦争の終結が近づいていた。1860年 7 月 4 日
付のThe	New	York	Heraldは、「Ratification	of	 the	Chinese	Treaty」という題名で、清日との条約締
結に関する論説を掲載した。その冒頭で、「清国との条約の批准―オリエントにおける我々の政策―
我々に開放されたあの単一の民族との貿易に関する通商条約の交渉後で、日本政府の使節がこの国を発
ったと同時に、天朝とわが政府によって承認された条約を携帯した、清国駐在におけるわが使節団の参
事官がワシントンに到着する107）。…」と、歴史的偶然性を提起した。ここで、言及された条約は、米清
101）	同注100。
102）	cf.	The	Times,	Aug.	20,	1872.
103）	“The	Japanese	Government	has	decided	to	send	an	Ambassador	to	Washington,	 in	March,	next	on	the	condition	
that	 our	Government	will	 convey	him	and	his	 suite	 to	Panama	 in	 a	Government	 ship	 for	 the	United	States.	 I	
learn	 that	Col.	Harris	 and	Commodore	Tatnall	 assured	 the	 authorities	 of	 Jeddo	 that	 it	would	 be	 gratifying	 to	
the	United	States	Government	and	 its	people	to	comply	with	this	request.…”	“The new treaty with Japan,”	The	
Weekly	Raleigh	Register,	Nov.	10,	1858.
104）	使節団は、日米修好通商条約の批准書の交換のため、幕臣の新見正興（1822-1869）を正使として、1860年にアメリ
カに派遣され、日本からアメリカへの初の公式訪問団となった。使節団は幕府軍艦の咸臨丸で渡米した。使節団は
アメリカにおいて、外交的交渉のかたわら、米国の諸機関・施設の視察や見学を行った。帰国は北大西洋を横断し、
喜望峰を経由したのである。使節団の洋行について、日本史籍協会編『遣外使節日記纂輯二』（東京大学出版会、1971
年）における「奉使米利堅紀行」を参考。使節派遣の経緯、構成、アメリカで収集された図書の目録については、
『万延元年第一遣米使節日記』（日米協会、1977年）を参考。
105）	cf.	The	Illustrated	London	News,	Jun.	16,	1860.
106）	石川栄吉『海を渡った侍たち―万延元年の遣米使節は何を見たか』（読売新聞社、1997年）275-283頁。
107）	“Ratification	of	the	Chinese	Treaty-Our	Policy	 in	the	East-Scarcely	have	the	Ambassador	 from	the	government	
of	 Japan	 left	 this	 country,	 after	 an	 interchange	 of	 the	 commercial	 treaty	which	 opens	 to	 us	 the	 trade	 of	 that	
exclusive	nation,	when	the	Secretary	of	our	Legation	 in	China	arrives	at	Washington	bearing	the	ratified	treaty	
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天津条約であり、米日修好通商条約である。続いて、「このように、ほぼ同時に、【我々は】アジアにお
いて最も長い間続いた強大な二つの大国との交渉を完成したが、その二つの大国に対して、政策を実施
した過程に関する喜ばしいコメントがわが政府によって続けられた108）。…」と記し、同時に清日との条
約が完成した喜びを示している。
　さらに興味深いのは、「イギリス、フランスという先の国々は、著しく武力を行使することを通じて清
国との貿易を達成した際に、我々は、慎重さ、公平な競争、及び【アメリカによる】太平洋政策を通じ
て、清国における我々の貿易を拡大する好機を確保することに成功した。疑いなく、この好機を通じて、
我々は、わが国と清国との間に究極の利益を増進しようとする109）。…」ここで、武力を使用することな
く、清日両国に対して、やや平等な態度をとって東アジア地域で勢力を拡大しようとしたアメリカの意
図が窺うことができる。
　1860年頃、イギリスはヨーロッパにおいてクリミア戦争を通じて欧州大陸への均衡政策をとると同時
に、アジアにおいてインドを植民地の根拠地として清国を降伏させた。即ち、当時のイギリスは世界の
一等国であったが、後進のアメリカは、国際的交渉においても、イギリスと肩を並べる勢いがなかった
と考えられる110）。他方、十九世紀以降のアメリカによる太平洋への進出は、最大の沿岸国家である清国
と日本の協力をもとめねばならなかった。そのため、そうした協力を中核とした政策が出されたのであ
る111）。最後に、「イギリスやフランスは、清国人に対抗するために、敵意を持った行為を隠したが、我々
の政府は、清国の国民との間に最も平和でかつ友好的な関係を保証することを獲得し、それに加え、大
清大皇帝から非常に大きな利益に関わる条約の承認を受けた。それらは我々にとってありがたいことで
ある112）。」と、これまで獲得した成果を述べた。
between	our	government	and	that	of	the	Celestial	Empire.…”	“Ratification of the Chinese treaty,”	The	New	York	
Herald,	Jul.	04,	1860.
108）	“Thus,	 almost	 at	 the	 same	moment,	 have	 been	 consummated	 our	 negotiation	with	 the	 two	most	 ancient	 and	
most	 powerful	 countries	 in	 Asia,	 a	 flattering	 commentary	 upon	 the	 course	 of	 policy	 pursued	 by	 our	
government	towards	these	nations.…”	 ibid.
109）	“While	 England	 and	 France	 and	 the	 former	 country	more	 especially-have	 been	 striving	 by	 force	 of	 arms	 to	
establish	 a	 trade	 with	 China,	 we	 have	 succeeded	 by	 prudence,	 fair	 play,	 and	 the	 exercise	 of	 a	 pacific	
diplomacy,	 in	securing	the	opportunity	to	extend	our	trade	there-an	opportunity	which,	we	doubt	not,	we	shall	
improve	to	the	ultimate	profit	of	our	own	country	and	of	China.	…” ibid.
110）	君塚直隆「ヨーロッパ協調から世界大戦へ一八一五―一九一四―「不実の白
ア ル ビ
い島
オン
」の呪縛―」細谷雄一編『イ
ギリスとヨーロッパ―孤立と統合の二百年―』（勁草書房、2009年）22-24頁。
111）	cf.	Tyler	Dennett,	“Seward’s Far Eastern Policy,”	The	American	Historical	Review,	vol.	28,	No.	1,	（1922）:	45-62.
112）	“It	 is	 a	matter	 of	 some	 congratulation	 for	 us	 to	 reflect	 upon,	 that	 while	 England	 and	 France	 are	 fitting	 out	
hostile	armies	against	 the	Chinese,	our	administration	 is	receiving	assurance	of	 the	most	peaceful	and	 friendly	
relations	with	 that	 people,	 and	 ratification	 of	 a	 highly	 advantageous	 treaty	 from	 the	hands	 of	 the	Emperor	 of	
China.”	 ibid.
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おわりに
　十八世紀後半以降、清国と日本は英字新聞によって報道されるようになった。その過程において、清
国と日本、それぞれに対して、英字新聞の態度は異なっている。日本よりも、清国のほうが英字新聞に
よって注目されている。その理由としては、清国は日本より市場が大きいが、日本は島国として厳格な
鎖国制度のため、諸国との距離が相当あったのである。そのため、1840年に至るまで、清国は英字新聞
報道の主要な対象となった。とはいえ、先述のように、跪拝という礼儀問題は、長期にわたって英清間
での交渉の障害となった113）。
　1840年から1860年にかけて、清国と日本に関する英字新聞の報道に関しては、いくつかの異同点を挙
げることができる。初めに、開国後、両国民が引き続き英字新聞によって報道された。その中で、国民
性に論及がなされたが、清国国民よりも、日本国民のほうが文化的に英紙の共感を容易に得たようであ
る。これは、英清両国がアヘン戦争からアロー戦争への過程で蓄積した相互の反感と敵意が原因である。
そして、上述の日本の国民性が特に英紙の関心を引きつけ、非常に評価されたのは、英紙の卓見を示し
ているほか、西風東漸の激動という巨大な外圧に対して、国家・社会の運営を「軟着陸114）」という方式
で扱った幕府の腐心に対する評価も窺える。
　1860年代以降、清国は、近代的外交機関である総理衙門の成立をきっかけに近代化の第一歩を踏み出
した。それに英米による対清協力政策を受け、通商外交において、アメリカやイギリスへ接近したので
ある。1866年に清国海関総税務司であったRobert	Hart（1835-1911）の政策と斡旋により、清国は低級
官吏の斌椿を団長とした視察団をヨーロッパに派遣した。それらは、蒲安臣使節団を派遣するための予
行演習となったのである。一方、日本は、1860年頃の遣米使節を派遣してから、ヨーロッパへ使節を相
次いで送ったが、イギリスやフランスに依頼した幕府による近代化が始まった。とりわけ、十五代将軍
であった徳川慶喜の令弟徳川昭武（1853-1910）は、将軍を代表として、代表団を率い、1867年のパリ万
国博覧会に参加した115）。これは、幕府側の貴人が、自ら西洋近代文明を体験したわけであるが、近代国
際社会へ参与しようとする幕府の姿勢を明らかにした。同時に、幕府による使節派遣は、近代的交渉を
経験したことから、後の岩倉使節団を派遣するための下準備の一環となったのである。
113）	外国人使節に関わる跪拝礼儀問題は、一八七〇年代初頭に清穆宗への謁見をきっかけに最終的に解決した。それに
関する英字新聞の報道について、cf.	“The Kow-tow Question settled,”	Daily	Evening	Bulletin,	Jul.	14,	1873.	“China 
and ‘Outside Barbarians’,	”	Daily	Evening	Bulletin,	Aug.	15,	1873.
114）	後藤敦史『開国期徳川幕府の政治と外交』（有志舎、2015年） 1 -11頁。
115）	宮永孝『プリンス昭武の欧州紀行―慶応 3年パリ万博使節』（山川出版、2000年）、参考。
